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法的責任法的責任法的責任法的責任 

 

本文書は、サステナビリティ・リポーティ 

ングを推進するために作成されたものであ 

り、世界中の報告組織およびその報告情報 

の利用者の代表が参画する、ユニークなマ 

ルチステークホルダーの協議プロセスを通 

じて開発されている。GRI理事会および事 

務局は、すべての組織が GRIサステナビリ 

ティ・リポーティング・ガイドライン（G 

RIガイドライン）を利用することを推奨し 

ているが、この GRIガイドラインに全面的 

あるいは部分的に基づいた報告書の作成お 

よび発行については、それらの発行元がす 

べての責任を負うものである。GRI理事会 

および法人 GRIはいずれも、報告書作成 

に GRIガイドラインを使用したり、また 

は GRIガイドラインに基づいた報告書を利 

用したりすることに起因する直接的または 

間接的な結果または損害に対して、いかな 

る場合においても責任を負わないものとす 

る。 
  
 

報告報告報告報告のののの基盤基盤基盤基盤としてのとしてのとしてのとしてのドラフトドラフトドラフトドラフト G3ガイドラガイドラガイドラガイドラ 

インインインインのののの使用使用使用使用 

 

ドラフト G3ガイドライン（本文書） 

を 2006年 1月 2日の発行日から各自の報 

告書作成の基盤として使用したいと考える 

組織は、自己の危険負担において使用でき 

る。ドラフトのガイドラインは、公示期間 

中（2006年 1月 2日～2006年 3月 31日） 

および GRIのガバナンス承認プロセスの 

間（2006年 5月～8月）に寄せられた意見 

に従って、変更され得る。各組織は、報告 

書がドラフト G3ガイドラインに則ったも 

のである旨を当該報告書内に明記するべき 

である。G3ガイドラインの最終版は、20 

06年 10月に発行される予定である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

  著作権著作権著作権著作権およびおよびおよびおよび商標商標商標商標にににに関関関関するするするする注意事項注意事項注意事項注意事項 

 

本文書の著作権は法人 GRI に帰属している。

コメント（意見提案）および／またはサステ

ナビリティ報告書の作成段階での使用に限り、

本文書を GRI からの事前承諾なしに複製およ

び配布することが認められている。ただし、

これ以外の目的での使用については、GRI か

らの文書による事前承諾なしに本文書もしく

はその抜粋を、いかなる形式においても複製、

保存、転送してはならない。 
 

Global Reporting Initiative、Global Reporting 

Initiative の ロ ゴ 、 Sustainability Reporting 

Guidelines、および GRI は Global Reporting 

Initiativeの商標である。 

 

GRI およびサステナビリティ・レポーティン

グ・ガイドラインに関する詳細は、下記で入

手可能である。 

 
www.grig3.org 
www.globalreporting.org 
info@globalreporting.org 
 

グローバル・リポーティング・イニシアティブ 

PO Box 10039 
1001 EA Amsterdam 
The Netherlands 

電話番号： +31 (0) 20 531 00 00 

Fax： +31 (0)20 531 00 31 

 
© 2006 Global Reporting Initiative 
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サステナビリティサステナビリティサステナビリティサステナビリティ報告報告報告報告のののの概要概要概要概要 

 
持続可能持続可能持続可能持続可能なななな発展発展発展発展およびおよびおよびおよび透明性透明性透明性透明性のののの責務責務責務責務 

 
持続可能な発展の目標は、「将来の世代が彼ら

のニーズを満たす能力を損なうことなく、現在

のニーズを満たす」ことである。1社会におけ

る重要な影響力をもつものとして、あらゆる種

類の組織がこの目標を達成する上で重要な役割

を担っている。 

 

しかし、この前例のない成長の時代において、

上記の目標を達成するのは現実というよりも強

い願望とみなされる可能性がある。政治経済の

グローバル化が進むにつれて、富の創造を促進

する新たな前例のない機会（チャンス）が、知

識の共有や技術の利用を介して生じている。し

かし、このような機会によって、経済発展のた

めの重要な資源としての環境のサステナビリテ

ィに対しリスクが発生し、かつまた、グローバ

ル経済への参入に関する機会の不均衡にさらさ

れる人口の継続的な増加、という緊張感が発生

している。   

 

知識や技術の開発は、成長に貢献している一方

で、成長に伴う付随的なリスクや脅威の解消に

も貢献する可能性がある。組織の運営、製品、

サービスおよびその他の取引が、地球、人類お

よび経済に影響を及ぼすあり方について、技術

やマネジメントおよび公共政策における革新は、

次第に新たな選択肢を組織に対して提示するよ

うになっている。   

 

一方での私たち全体のサステナビリティに対

するこうしたリスクと脅威の緊急性と重要性

と、他方での選択肢と機会の増加により、組

織は否応なく、グローバル・サステナビリテ

ィに及ぼす影響、ステークホルダーとの関係

において期待される規範、投資の決断および

その他の市場との関係について開示する上で

の透明性を実現しなければならなくなるであ

ろう。この期待に対処するためには、サステ

                                                 
1
 環境と開発に関する世界委員会。我ら共有

の未来。オックスフォード：オックスフォー

ド大学出版、1987年、P43 

日本語版 『地球の未来をまもるために』ベ

ネッセ P66 

 

ナビリティに関して明確かつ透明性のある意

思伝達を行うための、グローバルに共有され、

幅広く理解された概念の枠組み、一貫性のあ

る言語および合意済みの評価指標が必要とな

る。サステナビリティ報告に関して信頼でき

る確かな枠組みを提供することでこのニーズ

を満たすことが、グローバル・リポーティン

グ・イニシアティブ(GRI）の使命である。      

 

組織活動のサステナビリティに関する透明性

は、企業、労働組合、NGO、投資家、会計

団体など、さまざまなステークホルダーにと

っての関心事項である。GRI は、合意を探る

協議において、これらすべてのステークホル

ダーの専門家による大規模な自発的ネットワ

ークの共同作業に依存してきた。1997 年の

GRI の設立以来、この協議が報告枠組み形成

および継続的改善という成果に直接結びつ

いている。 

 

このマルチ・ステークホルダーのアプローチ

が、報告枠組みに以下のものをもたらした。 

・ステークホルダー・グループの中での幅広

い信頼性 

・報告枠組みを、経年で実際に適用すること

からのフィードバックを通じて学んだ、報告

ニーズに関する優れた見識 

 
 

本文書は、サステナビリティ・リポーティン

グ・ガイドライン第 3 版（G3）の草案であ

る。これは、2004年から 2005年に行われた

マルチ・ステークホルダーのコラボレーショ

ンの成果である。本文書は、幅広く一般の意

見を募るために、90 日間公開される。寄せ

られたフィードバックに基づいてさらなる修

正を行い、GRI のガバナンス・システムを含

む承認手続きに入る。このガイドラインの最

終版は、2006年 10月発行の予定である。 
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サステナビリティサステナビリティサステナビリティサステナビリティ報告書報告書報告書報告書のののの目的目的目的目的 

 
サステナビリティ報告は、持続可能な発展と

いう目標に向けた組織のパフォーマンスを測

定、開示し、説明責任を実践するものである。

「サステナビリティ報告」とは、経済的、環

境的および社会的影響を説明することを表す

その他の用語（トリプル・ボトム・ライン、

企業責任報告書など）と同義語とみなされる

広義の語である。 

 

サステナビリティ報告書は、報告組織の持続

可能性パフォーマンスに関して、プラスの貢

献とマイナスの影響の両方を含む、バランス

の取れた適切な説明を提供すべきである。 

 GRI 報告枠組みに基づくサステナビリティ

報告書では、戦略および経営アプローチとい

う背景の下で、報告期間中に発生した結果や

成果が開示される。報告書は、特に以下のよ

うな目的で利用することができる。 

・ 法律、規範、綱領、パフォーマンス基準、 

および自発的イニシアティブに関する持続可 

能性パフォーマンスのベンチマーキングおよ 

び査定 

・ 組織が持続可能な発展の期待にどのような 

影響を与え、どのような影響を受けているか 

という点の実証  

・組織内および異なる組織間での、経年での 

パフォーマンスの比較 

 
 

GRI 報告報告報告報告枠組枠組枠組枠組みみみみにににに関関関関するするするするオリエンテーシオリエンテーシオリエンテーシオリエンテーシ

ョンョンョンョン 

 
GRI 報告報告報告報告枠組枠組枠組枠組みみみみは、組織の経済、環境および

社会的パフォーマンスを報告するために一般

に受け入れられる枠組みとして機能すること

を目的としている。この枠組みは、規模、セ

クターあるいは地理的条件を問わずあらゆる

組織が使用できるように作成されており、小

企業から広範囲に渡って地理的に分散してい

る事業に至るまで、多種多様な組織が直面し

ている実務上の配慮事項を考慮したものとな

っている。GRI の枠組みには、組織の持続可

能性パフォーマンスを記述する上で一般に適

用されるものとして、全世界からの広範なス

テークホルダーにより特定された、一般的お

よびセクター（業種)特有の内容が記載されて

いる。 

 

ガイドラインガイドラインガイドラインガイドラインは、報告書内容の確定、および

報告情報の品質確保のほか、パフォーマンス

指標などの開示項目を含む標準的開示につい

ての原則から構成されている。ガイドライン

には、報告書における具体的な技術的課題に

ついてのガイダンスも記載されている。 

 

ガイドラインに掲載されている各パフォーマ

ンス指標にはテクニカルテクニカルテクニカルテクニカル・・・・プロトコルプロトコルプロトコルプロトコル（（（（技術技術技術技術

規定規定規定規定))))が存在する。これらのテクニカル・プロ

トコルによって、報告書作成者を支援する定

義や、編集ガイダンス、その他の情報が提供

されるほか、パフォーマンス指標の解釈の一

貫性が確保されている。ガイドラインの利用

者は、テクニカル・プロトコルも使用すべき

である（www.globalreporting.org/protocols を

参照のこと）。 

 

業種別補足文書業種別補足文書業種別補足文書業種別補足文書は、該当する業界の状況に即

してガイドラインを適用する方法についての

解釈およびガイダンスで、ガイドラインを補

足するものである。また、これには業種特有

のパフォーマンス指標も掲載されている。適

用される補足文書はガイドラインに替わるも

のではなく、ガイドラインに加えて使用すべ

きである。 

 

（補足）開発開発開発開発プロセスプロセスプロセスプロセス                                             

GRI 報告枠組みについてのすべての文書は、

産業界、投資家、労働組合、市民団体、会計

関係者、学術界その他のステークホルダーが

参画する対話を通じて合意を探るというプロ

セスを用いて開発されている。報告枠組みに

関するすべての文書は検証および継続的改善

の対象である。   

 
 

GRI ガイドラインガイドラインガイドラインガイドラインにににに関関関関するするするするオリエンテーシオリエンテーシオリエンテーシオリエンテーシ

ョンョンョンョン 

 
サステナビリティ・リポーティング・ガイド

ラインは、原則、標準的開示およびサステナ

ビリティ報告書を作成するあらゆるプロセス

で生じる技術的な問題についての具体的なガ

イダンスで構成されている。ガイドラインに
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は、ステークホルダーの特定、報告する課題

および指標の選定、バウンダリー（報告組織

範囲）の設定、情報の品質の確保、報告の指

標、頻度および媒体、および保証といった事

項を決定するに際して、上記の各構成要素を

いつどのように適用すべきかが掲載されてい

る。 

 

原則、パフォーマンス指標およびその他の標

準的開示は、同等の重要性を持っている。こ

れらの要素を具体的な技術的問題についての

ガイダンスと組み合わせて利用すると、報告

の成功につながるであろう。  

 

エグゼクティブエグゼクティブエグゼクティブエグゼクティブ向向向向けけけけガイドラインガイドラインガイドラインガイドラインのののの概要概要概要概要 

 
パートパートパートパート 1 - 報告書報告書報告書報告書のののの内容内容内容内容、、、、バウンダリーバウンダリーバウンダリーバウンダリー（（（（報告報告報告報告

組織範囲組織範囲組織範囲組織範囲））））およびおよびおよびおよび品質品質品質品質 

パート 1 には、包含性、適合性および重要性、

持続可能性の状況、および網羅性についての

サステナビリティ報告の原則が、それぞれの

原則に関する一連の簡潔なテスト（検証事

項）と共に掲載されている。これらの原則

（標準的開示の利用を含む）の適用によって、

報告される課題と指標が決定する。次に、報

告書に含む構成組織の範囲（「報告書のバウ

ンダリー」とも呼ばれる）を、報告組織がど

のように確定するかという点についてのガイ

ダンスが掲載されている。このセクションの

最後には、保証可能性、バランス、比較可能

性、正確性、タイミングの適切性および明瞭

性という原則が、報告される情報の望ましい

品質達成に役立てるために使用できるテスト

と合わせて掲載されている。 

 

パートパートパートパート 2 - 標準的開示標準的開示標準的開示標準的開示 

パート 2 には、サステナビリティ報告書の標

準的開示が掲載されている。ガイドラインで

は以下の 3 種類の標準的開示において、ほと

んどの組織にとって適合性と重要性があり、

ステークホルダーのほとんどが関心を持って

いるような、報告すべき情報を提示する。 

 

• 戦略、プロフィール、ガバナンスおよ

びマネジメント手法など、組織のパフ

ォーマンスを報告し、理解するための

全体的な状況を決める開示項目  

• 組織がある一連の側面（アスペクツ）

に対してどのようにアプローチし、パ

フォーマンスを理解するための背景情

報をどのように提供するか、という点

に対処するマネジメント手法の開示 

• 組織の経済的、環境的、社会的パフォ

ーマンスについての比較可能な情報を

導き出す指標  

 
 

パートパートパートパート 3 - ガイドラインガイドラインガイドラインガイドラインのののの利用利用利用利用とととと報告書報告書報告書報告書のののの編集編集編集編集 

パート 3 には、ガイドラインの適用方法、報

告の頻度および媒体、保証その他の項目が掲

載されている。このセクションの末尾では、

持続可能性のパフォーマンスを継続的に改善

するための報告の重要性についての考察を述

べている。 

 
 

（補足）補足的補足的補足的補足的なななな報告報告報告報告枠組枠組枠組枠組みのみのみのみの内容内容内容内容 

• 業種別補足文書では、ガイドラインを

補完する解釈、ガイダンスおよび指標 

が提供されている。 

www.globalreporting.org/supplements 

• 指標に対応する際には、テクニカル・

プロトコルを使用すべきである。
www.globalreporting.org/protocols  
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パートパートパートパート 1：：：：報告書報告書報告書報告書のののの内容内容内容内容、、、、バウンダリーバウンダリーバウンダリーバウンダリー （（（（報告報告報告報告組織範囲組織範囲組織範囲組織範囲））））およびおよびおよびおよび品品品品

質質質質 

 
このセクションでは、以下の項目に関する報

告原則とガイダンスを提供する。 

 

- 報告書内容の確定 

- 報告書のバウンダリー （報告組織範囲）の設

定 

- 報告情報の品質の確保 

 

報告書内容報告書内容報告書内容報告書内容のののの確定確定確定確定 
 

報告書の中で網羅されるべき内容について、

組織のパフォーマンスをバランスよく、適切

に表すように、決定する必要がある。  

 

報告書を利用すると思われるステークホルダ

ーは報告書作成に関する多くの意思決定にあ

たり注意を向ける相手なので、報告内容を確

定するプロセスでは、ステークホルダーの特

定と彼らのニーズの検討が最も重要である。

ステークホルダーとは、以下に該当するグル

ープまたは個人として広範に定義されるもの

である。（a）組織の活動、製品および／また

はサービスによって、多大な影響を受けると

考えるのが妥当であるもの、あるいは、（b）

当該者の行動によって、組織が成功裏にその

戦略を実践し目的を達成する能力に影響を及

ぶと考えるのが妥当であるもの。 

 

（補足）ステークホルダーステークホルダーステークホルダーステークホルダー参画参画参画参画 

ステークホルダー参画は、サステナビリテ

ィ・リポーティングの重要な側面である。ス

テークホルダー参画に関するガイダンスは、

包含性の原則の中に盛り込まれている。パー

ト 2 の標準的開示項目 4.15～4.18 では、ステ

ークホルダー参画に関して何を報告すべきか

が定義されている。また、3.10～3.11 では、

特に報告書に関する参画についての報告すべ

き内容が定義されている。  

 
 

（補足）報告原則原則原則原則 

報告原則は、報告書が達成すべき成果を示し、

報告すべき課題や指標、およびそれらの報告

方法など、報告のプロセス全体を通じた意思

決定を導くものである。パート 1 には、それ

ぞれの原則の説明と、報告組織がその原則を

十分に適用できているかどうかを評価するの

に役立つ一連の簡潔なテスト （検証事項）が

掲載されている。この原則自体が、組織が報

告すべき課題および指標の決定についての原

則と、報告される情報の品質および適切な表

現を確保するための原則との 2 つのグループ

に分けられている。  

 

 
報報報報告書内容告書内容告書内容告書内容のののの確定確定確定確定にににに関関関関するするするするガイダンスガイダンスガイダンスガイダンス 

 
GRIリポーティングの枠組みをサステナビリテ

ィ報告書の作成に使用する際は、以下のアプ

ローチを適用すべきである。  

 

報告書内容報告書内容報告書内容報告書内容のののの確定確定確定確定にににに関関関関するするするする総合的総合的総合的総合的プロセスプロセスプロセスプロセス 

o 「包含性」、「適合性と重要性」、「持

続可能性の状況」の原則およびバウンダ

リーの設定に関するガイダンスを用いて、

組織に関連があり、したがって報告する

ことが妥当だと思われる課題および関連

する指標を特定する。  

 

o 重要な課題および指標がどれなのか、従

って報告すべきはどれなのかという点を

判断する2 ため、具体的な方法またはプ

ロセス（下記参照）を用いて先に挙げた

原則を適用する。 

� GRI の報告原則に基づいて別途明示

されない限り、中核指標は重要なも

のであるとみなされる。GRI の追加

指標も場合によっては重要となる。 

� 業種別補足文書の最終版に掲載され

る指標は中核指標とみなされるため、

ガイドラインに掲載される中核指標

と同様のアプローチを用いて適用さ

れるべきである。  

GRI の標準的開示のほか、組織の持続可

能性パフォーマンスを説明するには

組織に固有の指標およびその他の情

報が有益な場合もある。これらの開

示事項は、GRI の標準的開示と同様
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の原則および技術的な厳密性を前提

としなければならない。 

 

o 網羅性の原則を適用することにより、報

告書中の情報および報告書のバウンダリ

ーが適切であることを確認する。 

 

重要性重要性重要性重要性のののの判断判断判断判断にににに使用使用使用使用されるされるされるされる具体的具体的具体的具体的なななな方法方法方法方法またまたまたまた

ははははプロセスプロセスプロセスプロセス3 

o 組織ごとに異なり、各組織が決定するこ

とができる。 

o 常に、GRI の報告原則に記載されている

ガイダンスおよびテストを考慮すべきである。 

o 十分に開示するべきである。  

 

原則原則原則原則のののの利用利用利用利用 

o 具体的な課題および指標を盛り込む、省

略するあるいは強調する、および／また

は標準的開示を越えた情報を盛り込むと

いう決定に帰結すべきである。  

 

報告書内容報告書内容報告書内容報告書内容のののの確定確定確定確定にににに関関関関するするするする原則原則原則原則 
 

それぞれの報告原則は、定義および説明と、

報告組織が原則の利用を評価するために使用

する一連のテストで構成されている。このテ

ストは、自己診断のツールとして機能するこ

とを目的としているが、これに照らして報告

する具体的な項目ではない。ただし、これら

のテストは、原則の適用についての決定を説

明するための参照資料として使用することが

できる。 

 

包包包包含含含含性性性性 

報告組織は、自身のステークホルダーを特定

し、そのステークホルダーの課題に対してど

のように対応したかという点を報告書内で説

明すべきである。 

 
説明説明説明説明：：：： 

ステークホルダー参画の結果から、報告書に

関する一連の意思決定について知ることがで

                                                 

 
２
 GRI 開示項目は、報告を行うすべての組織に適

用される。 
3
 GRI ガイドラインの中では「重要性」という言葉が頻

繁に用いられるが、この言葉は、GRI の枠組みの下

での持続可能性報告という目的のための GRI 報告

原則に定義される通りに解釈されるべきものである。 

きる。これには以下の項目が含まれるが、こ

れに限定されるものではない。報告書に盛り

込む課題、パフォーマンス指標およびその他

の情報の選択と優先順位付け、報告書のバウ

ンダリーの確定、報告書の形式および報告情

報の信憑性を高めるために取られるアプロー

チ。組織は、日常的にさまざまな種類のステ

ークホルダー参画に着手している。これには、

組織が報告書を作成するために特化して実施

するステークホルダー参画だけでなく、組織

またはビジネスの現行のプロセスの情報提供

を目的とするステークホルダー参画も含まれ

るであろう。ステークホルダーには、外部の

者（地域社会など）のほか、組織内部の者

（従業員など）も含まれる。 

 

組織は、ステークホルダー参画について標準

的な方法を採用することも、独自のアプロー

チを企画することもできる。参画のプロセス

は、ステークホルダーの意見を的確に把握で

きるようにするために、十分に体系的なもの

が望ましい。報告書を保証可能なものとする

ために、ステークホルダー参画のプロセスを

文書化しておくべきである。報告組織は、参

画するステークホルダーの確定についての自

身のアプローチのほか、その参画がいつ、ど

のように行われたのか、および、その参画に

よって報告書の内容と組織のサステナビリテ

ィ活動にどのような影響が及んだのかという

点を、明確かつオープンに説明すべきてある。  

 

組織は幅広いステークホルダーを抱えている。

その中には、組織側が参画を望むもの、ある

いは組織側が透明性を実行に移す際に求める

対象となるものが含まれる。しかし、すべて

のステークホルダーが当該組織のサステナビ

リティ報告書を利用することになるとは限ら

ない。特に、組織のステークホルダー・グル

ープが幅広く、多岐にわたる関心を持ってい

る場合は、サステナビリティ報告のみですべ

てのステークホルダーの情報のニーズを完全

に満たすことは不可能な場合もある。したが

って、報告書の背景と報告書作成の基調をな

す意思決定を理解するためには、どのステー

クホルダーを報告書の利用者として見込んで

いるかということについて組織の前提条件が

重要な情報となる。開示項目 3.7に基づき、組

織は、どのようなステークホルダーが報告書
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を利用すると期待している、という点を開示

することができる。 

 

ステークホルダーを特定せず、また、ステー

クホルダーを参画させないと、ステークホル

ダーのニーズに適さず、したがってすべての

相手から充分な信頼を得られない報告書にな

りかねない。これとは対照的に、体系的なス

テークホルダー参画によって、ステークホル

ダー側の受容性と報告書の有益性が高まる。

適切に実行されれば、組織の内外で継続的な

学習という結果につながりやすく、報告組織

とそのステークホルダーとの間の信頼関係が

強化されることになるだろう。言い換えると、

信頼によって報告書の信憑性が高まるという

ことである。  
 

テストテストテストテスト  

� 組織は、自らが説明責任を負っているとみなし

ているステークホルダーについて説明し、報告

書の利用が期待されるステークホルダーを特定

することができるか。 

 

� 報告書の内容は、組織がその活動をマネジメン

トするために用いたステークホルダー参画プロ

セスの結果に基づいているか。 

 

� 報告書の内容は、特に報告書のために実施され

たステークホルダー参画プロセスの結果に基づ

いているか。  
 

� 報告書に関する意思決定を伝えるステークホル

ダー参画プロセスが、報告書のスコープおよび

バウンダリーと首尾一貫したものであるか。 

 
 

適合適合適合適合性性性性とととと重要性重要性重要性重要性4 

報告書中の情報は、報告書を利用するステー

クホルダーの意思決定に実質的に影響を及ぼ

すと思われる課題および指標を網羅している

べきである。 

 

説明説明説明説明：：：： 

                                                 
4
 ガイドライン全般にわた る重要性という言葉の使

用は、この持続可能性報告の原則を説明するため

に使用される定義、説明およびそれに添えられるテス

トを参照することを意図している。これは、別の文脈

でのこの言葉の利用と何らかの形で異なる場合があ

る。 

適合性と重要性は、報告書内容を確定するた

めに役立つコンセプトである。組織は、報告

の対象となりうるさまざまな課題に直面して

いる。適合する課題および指標とは、当該組

織および報告書を利用するステークホルダー

の意思決定に影響を及ぼす上で重要であると

みなすことが妥当なものであり、従って報告

書に盛り込むことが有益であると思われるも

のである。重要性とは、ある課題または指標

が報告に値するほど重要となるかどうかの基

準点であり、課題および指標の相対的な重要

性の判断にも利用される。 

 

サステナビリティ情報の適合性と重要性は、

経営または組織の優先順位、組織の持続可能

性の影響、および組織の現在と将来の活動に

おけるステークホルダーの関心の組み合わせ

を検討することによって決まる。組織の全体

的な使命（ミッション）および競争上の戦略、

ステークホルダーが表明する懸念、および自

身のバリューチェーン内での組織の影響の範

囲といった要因のすべてが、報告書にとって

最も重要なのは何かということを評価する際

に影響を及ぼす。 

 

サステナビリティ報告書およびそれに盛り込

まれるすべての情報は、組織に関連するステ

ークホルダーが行うパフォーマンスの評価お

よび意思決定を支援するものであるべきであ

る。これには、外部のステークホルダーが利

用するための情報を、社内で日常的な管理目

的をもって使用する場合とは異なる形式で開

示することも含まれるかもしれない。しかし、

そのような情報が報告書の中に盛り込まれて

いて然るべきである。そのことにより、パフ

ォーマンスに重大な影響を及ぼす、あるいは

ステークホルダーの懸念に関する主要な課題

に対処するような行動に結びつきうる意思決

定を伝達したり、組織とステークホルダーと

の意見交換を支援したりすることもできる。 

 

報告書では、利用者にとって最も重要性が高

く、組織が最も重大な持続可能性の影響を持

つ課題に関するパフォーマンスの開示および

説明に多くのスペースを割くべきである。そ

の他の重要な課題も盛り込むべきであるが、

扱いを小さめにする必要がある。組織は、自

身の報告書について、課題の相対的優先順位

を決定したプロセスを説明すべきである。サ
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ステナビリティ報告において重要性とは、そ

れを越えればすべての情報が等しく重要であ

るという基準点以上のものだけでなく、相対

的優先順位や課題への関心の度合いを反映す

るものでもある。  

 
テストテストテストテスト 

外部要因外部要因外部要因外部要因 

 
重要な課題を特定する上で、報告組織は以下

のような外部要因を考慮しているか。 

 

�  ステークホルダーによって挙げられた持続

可能性に関する主要な関心事項／課題 

 

�  同業者および競合他社が報告した業界の主

な課題 

 

� 組織にとって戦略的重要性を持つ、地方、

地域、国家および国際的な規制、法律また

は自主協定  

 

� 専門知識を持つと認められる人物、または

その分野における信用に定評のある専門機

関が行った信頼できる調査を通じて特定さ

れた、合理的に評価できる持続可能性のリ

スクまたは機会（地球温暖化、HIV-AIDS、

貧困など）  

 
内部要因内部要因内部要因内部要因 

重要な課題を特定する際、報告組織は以下の

ような内部要因を考慮しているか。 

 

� 主要な、組織の価値、方針、戦略、経営管

理システム、目的および目標 

 

�  組織にとっての主要なリスク 

 

�  組織的成功を実現するために不可欠な要因 

 

�  組織のコア・コンピテンスおよびそれらが

持続可能な発展に寄与する方法 

 

優先順位付優先順位付優先順位付優先順位付けけけけ 

 

�  報告書では、重要な課題および指標を優先

する。 

 
 
 

（補足）透明性透明性透明性透明性 

透明性は、サステナビリティ報告のあらゆる

側面の根底にある価値であり目標である。透

明性とは、ステークホルダーの意思決定に必

要とされる課題および指標に関する情報およ

びそれらの開示の準備段階で使用されるプロ

セス、手順および前提に関する情報の網羅的

かつバランスの取れた開示であると定義され

る。  

 

持続可能性持続可能性持続可能性持続可能性のののの状況状況状況状況  

報告組織は、持続可能性の状況が大きな説明

的価値をもつような場合には、サステナビリ

ティのより幅広い背景状況における自身のパ

フォーマンスを提示すべきである。 

 
説明説明説明説明：：：： 

パフォーマンス情報は背景状況の中で記載す

べきである。サステナビリティ報告の根底に

ある問いかけは、ある組織がどのようにして

地方、地域またはグローバルなレベルでの経

済、環境および社会的状況の改善に貢献する、

あるいは悪化の要因となるかという点にある。

単純に個々のパフォーマンス（あるいは組織

の効率性）における動向を報告するだけでは、

この根底にある問いかけに答えることにはな

らない。したがって、報告組織は、自身の

個々のパフォーマンスをより幅広い環境的お

よび社会的持続可能性と関連付けて表現する

方法を模索すべきである。これには、組織の

パフォーマンスを地方、地域またはグローバ

ルなレベルでの環境的または社会的資源の限

界および需要といった文脈の中で検討するこ

とも含まれる。たとえば、組織は、環境効率

の動向を報告することに加えて、地域の生態

系が汚染物質を吸収する許容量という文脈に

おいて、その絶対的な汚染負荷量を提示する

こともできる。このコンセプトは、地球規模

での資源利用の限界および汚染レベルの限界

という観点における環境分野で最も明確に表

されるが、国内あるいは国際的な社会経済お

よび持続可能な発展の目標などの社会的およ

び経済的目的についても関連性がある。 

 

組織自身の持続可能性およびビジネス戦略は、

パフォーマンスの検討に対して重要な背景状

況を提供する。持続可能性の状況と組織の戦

略との関係は明確であるべきで、同様に、パ
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フォーマンスがどのような背景状況で報告さ

れているかという点も明確にすべきである。  

 
テストテストテストテスト 

� 組織は、持続可能な発展についての自身

の理解を提示し、報告書に盛り込まれる

課題に関して、持続可能な発展について

利用できる最良の情報および測定値を利

用しているか。 

 

� 組織は、定評のある地方、地域および／

またはグローバルな出版物において反映

されている幅広い持続可能な発展の状況

および目標に照らした自身のパフォーマ

ンスを提示しているか。 

 

� 組織は、該当する地理的文脈においての

自身の影響および貢献の大きさを伝達し

ようとする姿勢で、自身のパフォーマン

スを提示しているか。 

 

� 報告書の中に、主要な持続可能性の課題

が、サプライチェーンの課題を含め、長

期的な組織の戦略、リスクおよび機会に

どのように関係するかという点が記載さ

れているか。 

 
 

網羅網羅網羅網羅性性性性 

適合する重要な課題および指標の網羅、およ

び報告書のバウンダリーの特定は、ステーク

ホルダーが報告組織の報告期間内の経済、環

境および社会的パフォーマンスを評価できる

ようにするために十分なものであるべきであ

る。 

 

説明説明説明説明：：：： 

組織は、ステークホルダーが評価を行えるよ

うに、自身のパフォーマンスを十分に詳しく

開示すべきである。網羅性には、主にスコー

プ、バウンダリー、および報告期間という側

面が含まれる。  

 

スコープスコープスコープスコープ（（（（報告内容報告内容報告内容報告内容範囲範囲範囲範囲））））というというというという側面側面側面側面 

スコープとは、報告書内に盛り込まれる持続

可能性の課題の範囲のことであり、これは、

適合性および重要性の原則が期待するものと

合致するべきである。報告される課題および

指標の量は、報告書の利用が見込まれるステ

ークホルダーが組織のパフォーマンスを十分

評価できるようなものであるべきである。そ

のような情報がステークホルダーにとって十

分なものであるかどうかという判断は、ステ

ークホルダー参画プロセスと、ステークホル

ダー参画プロセスからは浮かび上がってこな

かったかもしれない幅広い社会的懸念の両方

に基づいて行われるべきである。 

 

バウンダリーバウンダリーバウンダリーバウンダリー (報告組織範囲報告組織範囲報告組織範囲報告組織範囲)というというというという側面側面側面側面  

バウンダリーとは、報告書に表される事業体

（子会社、共同事業など）のパフォーマンス

の範囲のことである。報告書のバウンダリー

の設定においては、組織は自身が管理下に置

く事業体の範囲（「組織的バウンダリー」と

表現されることも多く、財務報告書で使用さ

れる定義ともつながりがある）および自身が

影響力を及ぼす事業体の範囲（「運営上のバ

ウンダリー」と呼ばれることが多い）を検討

しなければならない。バウンダリーは、具体

的な課題または報告される情報の種類によっ

て変わる場合がある。 

 

補足：バウンダリーバウンダリーバウンダリーバウンダリーのののの設定設定設定設定 

バウンダリーの設定に関する詳細については、

次のセクションの「報告バウンダリーの設

定」およびバウンダリーについてのテクニカ

ル・プロトコルを参照のこと。 

www.globalreporting.org/boundary 

 
報告報告報告報告期間期間期間期間というというというという側面側面側面側面 

選定された情報は、報告組織が表明する期間

枠に準拠して揃えられるべきである。実行可

能な範囲で、報告期間内に生じた活動、出来

事および影響を提示すべきである。これには、

及ぼす影響はごく短期的なものであっても、

長期的に回避不能あるいは不可逆的なものと

なりうる、重大かつ合理的に予測できる蓄積

作用を持つ活動に関する報告も含まれる（生

態蓄積あるいは難分解性汚染物質など）。将

来的な影響（プラスとマイナスの両面）を推

計する場合は、報告組織は、起こりうる影響

の規模、性質および範囲について自身が最も

よく理解している内容を反映し、よく説明で

きる推計を行うべきである。その性質上、不

確定要素の影響は避けられないが、推計の基

盤が分かりやすく開示され、推計の限界が明

確に認識されている場合に限り、このような

推計は意思決定のための有益な情報を提供し
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うる。このような影響の性質および可能性の

開示は、それらが目に見える形となるのは将

来になってからであるとしても、組織の経済

的、環境的および社会的パフォーマンスをバ

ランスよく、かつ合理的に提示するという目

標に合致している。  

 

テストテストテストテスト 

� 報告書は、重要性、持続可能性の状況およ

びステークホルダー参画に基づいて優先順

位が付けられた課題と指標を網羅し、バリ

ューチェーン全体を考慮して企画されたも

のか。 

 

� 別途明記されない限り、報告書に、組織の

管理下にある、あるいは組織が大きな影響

力を及ぼすすべての事業体が盛り込まれて

いるか。   

 

� 報告書内の情報に、報告期間内のすべての

重大な活動または出来事、および過去の出

来事による重大な将来的影響が合理的に予

測可能なものであり、不可避または不可逆

的なものとなりうる場合には、そのような

影響の合理的な推計が盛り込まれているか。 

 

� 報告書において、ステークホルダーの意思

決定に影響するような適合情報が省かれて

いないか。 

 

 
（補足）網羅網羅網羅網羅性性性性とととと品質品質品質品質 

網羅性は、情報収集における実践（たとえば、

報告書のバウンダリー内にあるすべてのサイ

トの結果を含むデータを確実に編集すること

など）および情報の提示が合理的かつ利用者

に対して適切であるかどうかということに注

意を向けうる。これらの課題は報告書の品

質に関係があるため、パート 1 の正確性とバ

ランスの原則の項目において、後に詳しく扱

うものとする。 

 

報告書報告書報告書報告書ののののバウンダリーバウンダリーバウンダリーバウンダリーのののの設定設定設定設定 

 
報告書内容の確定と並行して、組織はどの事

業体（子会社および共同事業など）のパフォ

ーマンスを報告書に掲載するかを決定しなけ

ればならない。サステナビリティ報告書のバ

ウンダリーには、報告組織の管理下にある、

あるいは報告組織が大きな影響を及ぼす事業

体を含めるべきである。  

 

所定の事業体の情報収集に関する戦略的意義

は、持続可能性の影響の規模によって異なる。

大きな影響を及ぼす事業体とは、一般的に組

織およびそのステークホルダーに最大のリス

クまたは機会をもたらす重大な影響を与え、

したがって組織が説明責任を持つあるいは応

答責任を負っていると認められるような事業

体ということになるだろう。同時に、これら

の事業体はたいていの場合、ある組織の認知

された持続可能性のパフォーマンスに影響を

及ぼすものでもある。図 1 は、例として A～E

の事業体を使用し、事業体が報告書のバウン

ダリー内にあるかどうかを判断するために使

うことができる視覚的ツールである。 

 

 
 
 
報告書のバウンダリー内では、すべての事業

体を必ずしも同一の方法で報告するわけでは

ない。事業体をバウンダリー内に含める方法

は、報告組織の管理または影響の性質および

開示内容が業務パフォーマンス、経営パフォ

事業体全体にわたって報告組織が及ぼす影響影響影響影響または管理管理管理管理の程度 

持続可能性

の影響に関

連した、事

業体の重大重大重大重大

性性性性のレベ

ル 高高高高 

低低低低 管理管理管理管理 影響影響影響影響 

図図図図1: 管理管理管理管理／／／／影響影響影響影響およびおよびおよびおよび影響力影響力影響力影響力 

多大多大多大多大なななな影響影響影響影響 

事業体事業体事業体事業体A 
事業体事業体事業体事業体D 

事業体事業体事業体事業体C 

事業体事業体事業体事業体E 

事業体事業体事業体事業体B 

*事業体の位置は、課題に応じて変更されることがある 
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ーマンスあるいは物語的／記述的な情報に関

連するかどうか、によって異なってくる。た

とえば、排気ガスのデータなど業務上の情報

は、組織の管理下にある事業体からは確実に

集めることができるが、共同事業またはサプ

ライヤーからは入手できない場合がある。バ

ウンダリーの設定に関するガイダンスの意図

は、事業体に関して入手可能な情報の種類は

報告組織との関係の性質によって異なるとい

う点を認識することにある。  

 
 
（補足）報告報告報告報告原則原則原則原則ととととバウンバウンバウンバウンダリーダリーダリーダリーのののの設定設定設定設定とのとのとのとの

関係関係関係関係 

報告書のバウンダリーは、主に網羅性原則の

次元のことである。しかし、バウンダリーを

設定するプロセスはまた、包含性、重要性お

よび持続可能性の状況の原則の適用とも密接

に関係している。バウンダリーそのものが、

保証可能性、バランス、比較可能性、正確性、

タイミングの適切さおよび明瞭性の原則の適

用に影響を及ぼす。  

 
報告書報告書報告書報告書ののののバウンダリーバウンダリーバウンダリーバウンダリーのののの設定設定設定設定のためののためののためののためのガイダガイダガイダガイダ

ンスンスンスンス 

 
• サステナビリティ報告書のバウンダリー

内には、（実際および潜在的に）重大な

持続可能性の影響を生み出すすべての事

業体、および／または、報告組織の管理

下にある、あるいは報告組織が財務的お

よび業務上の方針や実践に影響力を持つ

すべての事業体が含まれるべきである。 

 

• これらの事業体は、業務パフォーマンス

の指標、経営パフォーマンスの指標、ま

たは物語的記述のいずれかを通じて報告

書に盛り込むことができる。 

 

• 少なくとも、報告組織は自身の報告書に

以下の事業体を指定の方法で盛り込むべ

きである。 

o 組織の管理下にある事業体は、業務

パフォーマンスの指標の対象とすべ

きである。 

o 組織が多大な影響力を及ぼす事業体

は、経営パフォーマンスの指標の対

象とすべきである。 

 

• 物語的な開示の対象となるバウンダリー

には、組織の管理下になく、事業体から

大きな影響も受けていないが、事業体側

が受ける影響が重大であるため、組織の

主要な取組に関係がある事業体を含める

べきである。 

 

• 報告組織は、設定されたバウンダリー

内の特定の事業体または事業体グルー

プに関するデータが、最終的な開示結

果に大きな変化をもたらさない場合は、

それらの事業体に関するデータを収集

しなくても構わない。ただし、組織は、

バウンダリー内のすべての事業体のパ

フォーマンス総量を考慮して、合理的

かつバランスの取れたパフォーマンス

図を示す責任がある。 

 
 

補足：バウンタリーバウンタリーバウンタリーバウンタリーのののの設定設定設定設定 

詳細については、バウンダリー・テクニカ

ル・プロトコルを参照のこと。 

www.globalreporting.org/boundary 

  
 
 

報告報告報告報告情報情報情報情報のののの品質品質品質品質 
 
このセクションには、報告情報の適切な表現

など、報告情報の品質確保についての選択肢

の手引きとなる原則が掲載されている。報告

書に盛り込む情報の作成プロセスに関する決

定は、これらの原則に合致したものとするべ

きである。 

 

報告報告報告報告情報情報情報情報のののの品質確保品質確保品質確保品質確保のためののためののためののための原則原則原則原則 

 
 

バランスバランスバランスバランス 

報告書は、報告組織のパフォーマンスに関す

るバランスの取れた、かつ合理的な説明を提

供すべきである。 

 
説明説明説明説明：：：： 

報告書の内容および具体的な課題に関する情

報の全体的な説明では、選定、省略、あるい

は、報告書読者の意思決定または判断に過度

または不適切な影響を与えると思われる表現

形式を避けて、報告組織のパフォーマンスに
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ついて公平な事実を提示すべきである。報告

書には好ましい成果と好ましくない成果の両

方を盛り込むほか、ステークホルダーの意思

決定に影響を及ぼす可能性がある重大な課題

を、その重要性に応じて掲載すべきである。

報告書では、事実の提示と報告組織による情

報の解釈を明確に区別すべきである。  

 
テストテストテストテスト 

� 報告書は好ましい成果および課題と好まし

くない成果および課題の両方を開示してい

るか。 

 

� 報告書内の情報は、利用者がパフォーマン

スの中のプラス面とマイナス面を読み取る

ことができる形式で提示されているか。 

 

� 報告書のさまざまな内容に対する強調度は、

その課題または情報の相対的重要性にふさ

わしいものとなっているか。 

 

 
（補足）報告報告報告報告原則原則原則原則のののの利用方法利用方法利用方法利用方法 

 

それぞれの報告原則は、定義および説明と、

報告組織が原則の利用を評価するために用い

る一連のテストで構成されている。このテス

トは、自己診断のツールとして機能させるこ

とを目的としたものであり、内容をこれに照

らして報告するための具体的な項目ではない。

ただし、これらのテストは、原則の適用に関

する意思決定を説明するための参照資料とし

て使用することができる。 

 
 

比較可能性比較可能性比較可能性比較可能性 

報告情報は、一貫性を保ちつつ、報告書を利

用するステークホルダーが組織のパフォーマ

ンスの経年変化や他の組織との比較を分析で

きるような方法で編集および提示されるべき

である。  

 

説明説明説明説明：：：：  

比較可能性は、パフォーマンスを解釈するた

めの基盤である。報告書を利用するステーク

ホルダーが、組織のこれまでのパフォーマン

スとその目標に照らし、またその他の組織の

パフォーマンスに照らして、経済、環境、社

会的パフォーマンスを比較することができる

ようにすべきである。毎年のデータの計算お

よび報告書のレイアウトに一貫性があり、こ

れに加えて情報の準備に使用した方法および

前提条件の説明が記載されていることによっ

て、比較可能性が高まる。一貫性があれば、

格付け活動の支援、投資の決定、提言プログ

ラムおよびその他の活動の一環として、組織

の内外の者がパフォーマンスのベンチマーク

や進捗の評価を行うことが可能となる。組織

は、利用者が適切な分析比較を実行できるよ

うにするために、絶対データと正規化データ

の両方を盛り込むべきである。  

 

バウンダリー、スコープ、報告期間の長さ、

または内容など（報告書のデザイン、定義お

よび使用する指標を含む）に変更が生じた場

合は、報告組織は、実行可能な場合は常に、

履歴データと並べて現在の開示事項（あるい

はその逆も可）を再度掲載し、時系列的な情

報および組織を超えた比較が、どちらも信頼

できて有益であるようにすべきである。この

ような再記述を掲載しない場合、報告組織は

その理由を説明し、現在の開示情報を解釈す

るための注意事項を掲載するべきである。 

 
テストテストテストテスト 

� 報告書およびそれに掲載される情報は、経

年比較することができるか。 

 

� 組織のパフォーマンスは、適切な基準で比

較することができるか。 

 

� バウンダリー、スコープ、報告期間の長さ、

または掲載内容という点で、基本的な報告

内容が前年5と大きく変わった場合は、そ

れを明らかにし、説明されているか。 

 

� 入手可能な場合、報告組織は情報の編集に

ついて、GRI ガイドライン指標に関する

GRI テクニカル・プロトコルを含め、一般

に受け入れられているプロトコルを適用し

ているか。  

                                                 
5
 このテストおよびその他のテストは、報告期間を横

断した比較に言及している。これらのテストは、年次

報告サイクルを前提としたものだが、組織が報告の

頻度をそれよりも多くあるいは少なくする場合もある。

要点は、期間を越えた比較を維持するということであ

る。 
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� 該当する場合は、報告書に GRI業種別補足

文書が使用されているか。 

 
 

正確性正確性正確性正確性 

報告される情報は、報告書を利用するステー

クホルダーが高度の確信を持って意思決定で

きるよう正確かつ十分に詳細であるべきであ

る。 

 
説明説明説明説明：：：： 

経済、環境および社会的課題と指標への対応

は、定性的対応から詳細な定量的測定まで、

多様な方法で表現することができる。正確性

を決める特徴は、情報とその情報の利用者の

性質によって異なる。たとえば、定性的情報

の正確性は、適切なバウウンダリー内で示さ

れる明瞭性、詳細性およびバランスによって

左右されるところが大きい。一方で定量的情

報の正確性は、データの収集、編集および分

析に使用された具体的な方法に依存すると思

われる。必要とされる正確性の具体的な基準

点は、情報の利用意図によってある程度は異

なってくる。ある種の意思決定には、他の場

合よりも報告情報に高いレベルの正確性が必

要となる。 

 

テストテストテストテスト 

� 報告書には、どのデータが測定値かという

表示があるか。 

 

� データ測定の技法および計算の基盤につい

て十分に説明されており、それらを繰り返

しても類似の結果が出るようになっている

か。 

 

� 定量的データの誤差の範囲が、パフォーマ

ンスについての結論に大きな影響を及ぼさ

ない程度に抑えられているか。 

 

� 報告書内に、どのデータが推計されたもの

であり、推計にあたってどのような前提と

技法が使用されたかということが記載され

ているか。 

 

� 報告書中の定性的記述が、報告されている

その他の報告情報および利用可能なその他

の根拠に基づいた正当なものであるか。 

  

 

タイミングタイミングタイミングタイミングのののの適切適切適切適切ささささ 

報告書を利用するステークホルダーが情報に

基づいた意思決定を行えるように、適時かつ

定期的に情報を提示する。  

 

説明説明説明説明：：：： 

情報の有益さは、ステークホルダーがそれを

タイミングよく入手できるということと密接

に結びついている。タイミングが適切であれ

ば情報の有用性が確保され、利用者はその情

報を各自の意思決定に効果的に取り込むこと

ができる。  

 

特定のニーズを満たすには日常の情報の流れ

が望ましいが、報告組織は、経済的、環境的、

社会的パフォーマンスの統合的な開示をタイ

ミングよく一度に提供することを誓約すべき

である。このためには、報告の頻度に一貫性

が必要となる。これは、経年での比較可能性

とステークホルダーにとっての報告書の入手

しやすさの両方を確保するために必要である。  

 

テストテストテストテスト 

� 報告期間内における比較的最近の情報であ

っても、その情報が報告書内に開示されて

いるか。  

 

� サステナビリティ報告のスケジュールが財

務報告のサイクルと合致しているか。  

 

� 主要なパフォーマンス情報の収集および利

用可能性が、サステナビリティ報告のスケ

ジュールと合致しているか。 

 

� Web ベースの報告書に掲載される情報に

ついては、該当期間、更新予定時期および

最終更新日が明確に示されているか。 

 
 

明瞭性明瞭性明瞭性明瞭性 

情報は報告書を利用するステークホルダーが理

解しやすく、アクセスしやすい方法で利用でき

るようにすべきである。 

 
説明説明説明説明：：：： 

報告書には、（印刷物またはその他の媒体の

いずれの場合も）組織の幅広いステークホル

ダーが理解しやすく、アクセスしやすく、利
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用しやすい方法で情報が掲載される。組織は、

重要情報を損なわずに、ただし過度あるいは

不必要な詳細は避けて、ステークホルダーの

コミュニケーション・ニーズを満たす方法を

検討するべきである。報告情報の文脈におい

て、明瞭性には、ステークホルダーが望む情

報を不合理な苦労なく見つけることができる

ような方法で提示することと、情報が分かり

やすいことの両方が必要である。図表や統合

されたデータ一覧によって、報告書内の情報

にアクセスしやすく理解しやすい形にするこ

とができる。  

 
テストテストテストテスト 

� 報告書に、報告書の利用者が必要とするレ

ベルの情報が盛り込まれているが、過度お

よび不必要な詳細は避けられているか。  

 

� 報告書の利用者が、目次、マップ、リンク、

その他の補助手段を使用して、不合理な苦

労をすることなく自分が希望する具体的な

情報を見つけることができるか。 

 

� 報告書に、報告書の利用者にとって馴染み

がないと思われる専門用語、略語、業界用

語、その他の内容について、用語集または

説明が掲載されているか。 

 

� 報告書内のデータおよび情報が、（能力、

言語、技術の面で異なる）入手可能性に特

別のニーズを持つステークホルダーを含め、

大部分のステークホルダーが利用できるも

のになっているか。 

  
 

保証可能性保証可能性保証可能性保証可能性 

 
報告書の作成に使用される情報およびプロセ

スは、検証および保証を行いやすい方法で記

録、編集、分析および開示されるべきである。 

 
説明説明説明説明：：：： 

保証可能性の原則を支える中核的コンセプト

は、ステークホルダーが報告書の内容と報告

原則の適用に関する信頼性をチェックできる

という確信を持つべきであるというものであ

る。報告書の基調をなす意思決定プロセスは、

主要な決定事項（ステークホルダー参画プロ

セスおよび報告書の内容およびバウンダリー

の確定プロセスなど）の基盤を検証できるよ

うな方法で文書化されるべきである。報告書

中の情報およびデータは、報告書執筆者以外

の者による検証が可能な社内文書によって裏

付けられているべきである。サステナビリテ

ィ報告書では、社内の記録またはその他の形

式の証拠によって裏付けられていないパフォ

ーマンスに関する情報の開示を行うべきでは

ない。情報システムの計画にあたり、報告組

織は、システムが独立機関などによる保証の

対象となる可能性があることを予測しておく

べきである。  

 

テストテストテストテスト 

� 内容と報告書作成のプロセスについて責任

を負う経営陣の叙述が含まれているか。  

 
� 保証の範囲と限度、および報告書の利用が

見込まれるステークホルダーが明らかにさ

れているか。 

 

� 報告書中のすべての情報の一次資料が組織

によって特定可能であるか。 

 

� 組織が一次資料の信頼性を保証できるか。

ならびに、そうでなければ、その事実が開

示されているか。 

 

� 誤差の許容範囲内でその信頼性または正確

性を保証する説明が、元データまたは情報

の所有者から入手できるか。 

 

� 技術的に複雑な計算についての前提または

方法を裏付けるために、信頼性の高い情報

源から得られる外部証拠があるか。 
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パートパートパートパート 2：：：：標準的開示標準的開示標準的開示標準的開示 

 
このセクションでは、ガイドラインのパート 1

にある内容決定についてのガイダンスに従っ

た、サステナビリティ報告書に掲載すべき基

本的内容を明記する。報告組織は、自身の報

告書を編集する上で、以下の論理構造に従う

ことを奨励されるが、ほかの形式を選ぶこと

もできる。 

 

一般的一般的一般的一般的なななな開示開示開示開示 
 

1: 戦略および分析 

 
1.1  CEO および会長、あるいは、組織およ

びその戦略に対するサステナビリティの妥

当性に関して報告書発行責任のある経営陣

から独立している組織の長による声明。 

 
この声明では、報告書を発行する組織の短中

期的な（3～5 年など）総合的ビジョンと戦略、

特に、経済、環境および社会的パフォーマン

スと関連した主な取組のマネジメントについ

て提示すべきである。この声明で網羅すべき

内容は、以下の通りである。 

 
• 国際的に合意されている基準の尊重な

ど、サステナビリティに関する短中期

的な戦略的優先事項と主要課題、およ

びそれらが長期的な組織の戦略および

成功とどのように関係しているかとい

う点。 

• 組織に影響を及ぼし、サステナビリテ

ィの優先事項に影響を与える幅広い動

向（マクロ経済的あるいは政治的な動

向など） 

• 報告期間中の主要な出来事、達成事項、

および失敗 

• 目標に対するパフォーマンスへの見解 

• 翌年の組織の主要な課題と目標、およ

び今後 3～5年間の目標に関する展望 

 
1.2  主要なリスクおよび機会の説明 

 

報告組織は、2 つのセクションを割いて、組織

とそのステークホルダーにとって戦略的重要

性が最も高い、パフォーマンスおよびその他

の背景状況情報を要約すべきである。セクシ

ョン A は、国内法および国際的に合意された

関連基準によって規定された権利を含め、組

織のサステナビリティへの影響とステークホ

ルダーに対する効果を簡潔な物語形式で記述

するものとする。この際、組織に対するステ

ークホルダーの関心事項の範囲を考慮に入れ

るべきである。セクション B では、組織の見

通しに対するサステナビリティの動向、リス

ク、および機会が及ぼす影響を把握すること

に関連した情報の開示を重点的に扱うべきで

ある。この際、特に、財務上のステークホル

ダーにとって重要な、あるいは将来的に重要

となりうる情報に全力を投じるべきである。 

 

セクション A で網羅すべき点は以下の通りで

ある。 

 
 

• 国内法および国際的に合意されている

基準における期待事項により明示され

ているステークホルダーの権利に対す

る影響など、サステナビリティおよび

関連する主要な課題および機会につい

て、組織が及ぼす重要な影響について

の記述 

• こうした課題および機会に対する組織

のアプローチの優先順位についての説

明 

• 基準を下回るパフォーマンスの理由の

評価など、報告期間中のこれらの課題

および関連したパフォーマンスに対処

する上での、進捗状況についての主要

な結論 

• パフォーマンスおよび／または主要な

変更に対処するために実施されている

主なプロセスの記述  

 

セクション B で網羅すべき点は以下の通りで

ある。 

• サステナビリティの動向に由来する最

も重要なリスクおよび機会の記述 

• 事業戦略、競争上の立場、質的および

（可能な場合は）量的な組織価値の推

進要因に対して、主要なリスクおよび

機会が及ぼしうる影響に照らした、リ

スクおよび機会の説明と優先順位付け 
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• 以下の項目をまとめる表 

o 目標、目標に照らしたパフォー

マンス、さらにさまざまなリス

クおよび機会に関して学んだこ

とについての注釈 

o 主要なリスクおよび機会に関す

る優先順位、目的および中期目

標（3～5年） 

• これらのリスクおよび機会を管理する

ことに特化して設置された管理メカニ

ズムの簡潔な記述、さらにその他の関

連リスクおよび機会の特定 

 
 

2: 組織組織組織組織ののののプロフィールプロフィールプロフィールプロフィール 
 
2.1  報告組織の名称 

 
2.2 主なブランド、製品および／または

サービス。提供する製品／サービス

のボリュームまたは数量を含む  

 

報告組織は、これらの製品およびサ

ービスの提供における組織自体の役

割の性質のほか、組織がどの程度ア

ウトソーシングに依存しているかと

いう点を示すべきである。 

 

2.3 組織および主要部署の経営構造、事

業会社、子会社および共同事業  

 

2.4 組織が事業展開する国 

 

2.5  所有形態の性質および法的形式 

 

2.6 参入市場（地理的内訳、参入セクタ

ー、顧客／受益者の種類を含む） 

 

2.7  以下の項目を含む報告組織の規模 

•  従業員数 

•   純売上高（民間組織について）ある 

いは純収入（公的組織について） 

• 負債および株主資本に関する総株式

資本の内訳（民間組織について）  

 

報告組織は上記に加え、必要に応じ

て以下のような追加情報を提供する

ことが推奨されている。 

•     総資産 

• 以下に関して、国／地域ごとの内訳  

o 総収入の 5％以上を占める国

／地域による売上／収入 

o コスト 

o 従業員  

 

2.8 施設の開業、閉鎖および拡大を含 

め、立地について、あるいは運営変

更に関して報告期間中になされた重

要な意思決定事項 

 

3：：：：報告報告報告報告要素要素要素要素 

 
報告報告報告報告のののの範囲範囲範囲範囲／／／／プロフィールプロフィールプロフィールプロフィール 

 
3.1 報告書またはその内容に関する質問

の窓口 

 

3.2 提供する情報の報告期間（会計年度

／暦年など） 

 

3.3 前回の報告書発行日（該当する場

合） 

 

3.4 経済、環境および社会的課題と指標

の採択およびそれらに適用される測

定方法に関して、前年までとの大き

な変更点 

 

3.5 今後の報告予定 

 

3.6 補足文書およびプロトコルを含む

GRI 報告枠組みのどの文書が適用さ

れているかということ、およびその

適用の度合いを明らかにする。  

 

プロセスプロセスプロセスプロセスのののの説明説明説明説明 

 
3.7 報告書内の課題の重要性および優先

順位を判断するためのプロセス、お

よび組織が報告書の利用を期待する

ステークホルダーの特定を含めた、

報告書の内容を確定するためのプロ

セス  

 

通常は、報告書内容の確定および関

連する原則に対して、組織がどのよ

うにガイドラインを適用したかに言

及するのが妥当であろう。 
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3.8 報告書のスコープに関する具体的な

制限事項を明記する。 

 

3.9 報告書内の指標およびその他の情報

を編集するために適用された推計の

基となる前提条件および技法を含む、

データ測定技法および計算の基盤。 

 

3.10 特に報告書のために行われるステー

クホルダー参画についてのアプロー

チ。参画の種類およびステークホル

ダーのグループごとの内訳。  

 

3.11 特に報告書作成の目的で実施される

ステークホルダー参画活動から得ら

れる情報の種類（主要な課題および

懸案事項など） 

 

報告書報告書報告書報告書ののののバウンダリーバウンダリーバウンダリーバウンダリー 

 
3.12 報告書のバウンダリー（国／地域、

部署／施設／共同事業／子会社）   

 

バウンダリーおよびスコープが、組

織の経済、環境、社会的影響の全体

の範囲と一致しない場合は、完全に

網羅したものを提供するための戦略

および予定スケジュールを明記する。 

 

3.13 前回の報告書以降に生じた規模、構

造、所有形態または製品／サービス

に関する大幅な変更 

 

これらの変更が報告書のバウンダリ

ーに影響したかどうかの説明を含め

る。 

 

3.12 共同事業、部分所有の子会社、リー

ス施設、アウトソーシングしている

業務、および、時系列での、および

／または報告組織間の比較可能性に

大幅な影響を与える可能性があるそ

の他の状況に関する報告の理由。 

 

3.13 以前の報告書で掲載済みである情報

を再度記載することの性質および効

果の説明、およびそのような再記述

を行う理由（合併／買収、基本とな

る年／期間、事業の性質、測定方法

の変更など）。 

 
 

GRI内容内容内容内容索引索引索引索引 

 
3.14 報告書内の標準的開示の場所を示す

表1。  

 

以下の開示項目、およびパフォーマ

ンス指標が掲載されているページ番

号を特定する。 

• 戦略および分析 1.1～1.2 

• 組織のプロフィール 2.1～2.8 

• 報告要素 3.1～3.16 

• ガバナンス、コミットメントお

よび参画 4.1～4.18 

• カテゴリーごとのマネジメント

方法の開示  

• 中核パフォーマンス指標 

• 盛り込まれている GRIの追加指

標 

• 報告書に盛り込まれている GRI

の業種別補足文書の指標 

 

保証保証保証保証 

 
3.15 報告書の第三者保証添付に関する方

針および現在の実務慣行。サステナ

ビリティ報告書に添付された保証報

告書内に記載がない場合は、保証の

提供者との関係の性質のほかに、第

三者保証の範囲および基盤を説明す

る。  

 
 

4: ガバナンスガバナンスガバナンスガバナンス、、、、コミットメントコミットメントコミットメントコミットメント、、、、おおおお

よびよびよびよび参画参画参画参画 

 
ガバナンスガバナンスガバナンスガバナンス 

 
4.1 組織の戦略の設定または監督など、

特別な業務を担当する最高統治機関

                                                 
1
 最も高い報告レベルには、中核指標の省略の説

明を含めることが適切であるという点に注意すること。

報告レベルに関する詳細は、P56 を参照のこと。 
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の下にある委員会を含む統治構造

（ガバナンスの構造）。 

 

このような委員会の任務および構成

（社外メンバーおよび／または非執

行メンバーを含む）を説明し、経済、

社会および環境的パフォーメンスに

対する直接的責任を示す。  

 

4.2 最高統治機関の長が執行役員を兼ね

ているかどうかを示す（兼ねている

場合は、組織の経営におけるその役

割と、このような人事になっている

理由も示す）。 

 

4.3 単一の理事会構造を有する組織の場

合は、最高統治機関における社外メ

ンバーおよび／または非執行メンバ

ーの人数を明記する。  

 
 

組織が「社外」および「非執行」を

どのように定義しているかを明記す

る。この要素は、単一の理事会構造

を持つ組織にのみ適用される。用語

集の独立の定義に関する項目を参照

のこと。 

 

4.4 株主および従業員が最高統治機関に

対して提案または指示を提供するた

めのメカニズム。   

 

以下のプロセスへの参照を盛り込む。

（i） 少数株主が最高統治機関に意見

を表明できるようにするための株主

決議またはその他のメカニズムの利

用、（ ii）組織レベルの「労使協議

会」などの正式な代表組織および最

高統治機関内の従業員代表との、職

務上の関係についての従業員への通

知および協議 

 

報告期間中にこれらのメカニズムか

ら生じる経済、環境、社会的パフォ

ーマンスに関する主要な課題を明ら

かにする。 

 

4.5 最高統治機関メンバー、上級管理職

および執行役についての報酬（退任

の取り決めを含む）と組織のパフォ

ーマンス（社会的および環境的パフ

ォーマンスを含む）との関係。 

 

4.6 経済、環境および社会的パフォーマ

ンスに関連する課題を含め、組織の

戦略を導くために、最高統治機関の

メンバーに求められる適性および専

門性を決定するためのプロセス。 

 
 

4.7 最高統治機関が利害相反問題の回避

を確保するためのプロセス。  

 

4.8 経済、環境および社会的パフォーマ

ンス、さらにその実践状況に関して、

組織内で開発したミッション（使

命）およびバリュー（価値）につい

ての声明、行動規範および原則。 

 

これらが（i）組織全体を通じて、異

なる地域および部署／ユニットでど

の程度適用されているか、および

（ii）組織内で合意された基準にどの

程度関連性があるか、という点を含

む。 

 

4.9 組織が経済、環境および社会的パフ

ォーマンスを特定し、マネジメント

していることを最高統治機関が監督

するためのプロセス。関連のあるリ

スクと機会を特定かつマネジメント

していること、さらに国際的に合意

された基準、行動規範および原則へ

の支持または遵守、を含む。 

 

 最高統治機関がサステナビリティの

パフォーマンスを評価する頻度を含

む。 

 

4.10 最高統治機関のパフォーマンスを、

特に経済、環境および社会的パフォ

ーマンスという観点で評価するため

のプロセス。 

 

外部外部外部外部ののののイニシアティブイニシアティブイニシアティブイニシアティブへのへのへのへのコミットメントコミットメントコミットメントコミットメント 

 
4.11 組織が予防的アプローチまたは原則

に取り組んでいるかどうか、および
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その方法はどのようなものかについ

ての説明。  

 

これには、経営計画または新製品の

開発および導入におけるリスク・マ

ネジメントについての組織の取り組

みを説明する事例が含まれる場合も

ある。参考資料として、予防的アプ

ローチについてのリオ原則第 15 条に

関する用語集の項目を参照のこと。  

 

4.12 外部で開発された、自主的な経済、

環境、社会的憲章、一連の原則、あ

るいは組織が同意または受諾するそ

の他のイニシアティブ。  

 

採択日、適用される国／事業、これ

らのイニシアティブの開発および統

治におけるステークホルダー参画の

範囲、を含む。  

 

4.13 （企業団体などの）団体および／ま

たは国内外の提言機関における重要

な会員資格。 

 
 

ステークホルダーステークホルダーステークホルダーステークホルダー参画参画参画参画 

これらの開示項目では、報告期間全体にわた

って実施した、報告書の作成目的ではない一

般的なステークホルダー参画に言及する。 

 
 

4.14 組織に参画したステークホルダー・

グループのリスト  

 

ステークホルダー・グループの例は

以下の通りである。  

• コミュニティ 

• 市民団体 

• 顧客 

• 株主および資本提供者 

• サプライヤー(供給者) 

• 労働組合 

• 直接的および間接的な労働力 

 

4.15 参画してもらうステークホルダーの

特定および選定の基準 

 

これには、組織のステークホルダー

の特定、および、どのグループに参

画してもらい、どのグループを参画

させないか、という決定のプロセス

が含まれる。  

 

4.16 種類ごとの、およびステークホルダ

ー・グループごとの参画の頻度など、

ステークホルダー参画へのアプロー

チ。 

 

これには、調査、フォーカス・グル

ープ、コミュニティ・パネル、企業

諮問パネル、文書でのコミュニケー

ション、経営者／組合の構造および

その他の手段が含まれる場合がある。   

 

4.17 ステークホルダー参画を通じて浮か

び上がった主要な課題および懸案事

項と、それらに対して組織がどのよ

うに対応したか。  

  

（補足）サステナビリティの柱 

サステナビリティのパフォーマンスは、経済、

社会、環境的という 3 つの分野に分類するこ

とができる。これらの分野によって、指標を

まとめる原則が提供されている。ただし、こ

れらのカテゴリーには高い相関関係があり、

その他のスキームで指標をまとめることもで

きる。 
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5: マネジメントマネジメントマネジメントマネジメント・・・・アプローチアプローチアプローチアプローチにににに関関関関

するするするする開示開示開示開示ととととパフォーパフォーパフォーパフォーマンスマンスマンスマンス指標指標指標指標 
 
サステナビリティのパフォーマンス指標につ

いてのセクションは、経済、環境、社会とい

うカテゴリーに基づいて編成される。社会的

なサステナビリティ指標は、さらに、労働、

人権、社会、および製品責任に分類される。

それぞれのカテゴリーには、マネジメント･ア

プローチ（経営取り組み）に関する開示

（「マネジメント･アプローチ」）と、それに

対応する一連の中核および追加のパフォーマ

ンス指標が含まれる。中核指標とは、ほとん

どのステークホルダーが関心を持っており、

GRI 報告原則に基づいて別途説明されない限

り、重要であると想定されるもののことであ

る。追加指標とは、新たに生じてきている実

務慣行を示す指標、または特定の組織という

文脈では重要と思われる課題に対応している

が、大多数にとっては重要ではないものを指

す。 

 

マネジメント・アプローチに関する開示では、

パフォーマンス情報のための背景状況を設定

する、それぞれのカテゴリーの下に特定され

る側面に対する組織のアプローチの簡単な概

要が提示されるべきである。組織は、そのマ

ネジメント・アプローチに関する開示を、あ

るカテゴリーに含まれるすべての側面を網羅

するようにか、または複数カテゴリーの側面

に対処するように、構成することができる。

ただし、開示事項は、その形式またはグルー

プ分けに関わらず、それぞれのカテゴリーに

関連するすべての側面に十分に対処している

べきである。  

 

戦略および分析（上述）に関する開示項目 1.1

および 1.2は、組織が全体として直面している

リスクと機会に焦点を当てることを目的とし

ている。マネジメント・アプローチに関する

開示のいずれかの項目に対応する情報が、戦

略および分析の開示、あるいは報告書のその

他のセクションにも含まれている場合は、マ

ネジメント･アプローチの中でそれを繰り返す

必要はないが、繰り返し掲載すればステーク

ホルダーにとって役立つかもしれない。 

 

各カテゴリーの中で、マネジメント・アプロ

ーチの後には具体的なパフォーマンス指標が

続く。業種別補足文書の最終版がある場合は、

報告書内容の確定についてのガイダンスで述

べているように、報告書では、この補足文書

もレビューすべきである。指標についての報

告においては、組織はデータ編集に関する以

下のガイダンスを念頭に置くべきである。 

 

• 短中期的に定められた将来の目標

のほか、現在の報告期間（1 年な

ど）と少なくともこれより前 2 期

の報告期間についての情報を提示

すべきである。 

• パフォーマンス指標には、指標に

関する情報の解釈および編集につ

いて基本的ガイダンスを提供する

テクニカル・プロトコルを添付す

る。組織は、指標を報告する際に

はプロトコルを使用すべきである。 

• 場合によっては、比率または正規

化データが有効かつ適切なデータ

の提示形式となる。比率または正

規化データを使用する場合は、絶

対データも提供すべきである。 

• 組織に関係のある業種別補足文書

の最終版が存在する場合は、それ

に記載されている指標は中核指標

とみなされる。 

• 報告組織は、情報の適切な集約レ

ベルを決定すべきである。ガイド

ラインのパート 3 に掲載されてい

る追加ガイダンスを参照のこと。  

 
 

経済経済経済経済パフォーマンスパフォーマンスパフォーマンスパフォーマンス指標指標指標指標 

 
サステナビリティの経済的側面は、そのステ

ークホルダーの経済状況、および地方、国、

グローバルなレベルの経済システムに対して

組織が及ぼす影響に関連するものである。経

済指標では、以下の項目が明らかとなる。 

 

• 異なるステークホルダー間の資本の流

れ 

• 社会全体を通じた企業の主な経済的影

響 
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組織自体の財務上のパフォーマンスが、組織

とそのサステナビリティの基盤を理解する基

礎となる。しかし、この情報は、通常はすで

に組織の財務会計で報告されている。多くの

場合はあまり報告されていないが、サステナ

ビリティ報告書の利用者から要望が多いのは、

組織自体のサステナビリティではなく、より

大きな経済システムのサステナビリティに対

する組織の貢献についてである。 

 

マネジメントマネジメントマネジメントマネジメント････アプローチアプローチアプローチアプローチにににに関関関関するするするする開示開示開示開示 

 
下記の側面を参照にして、以下の項目に関す

る簡潔な開示を提供する。 

 

a. 経済的パフォーマンス 

b. 市場での存在感 

c. 間接的な経済的影響 

 
方針方針方針方針 

上述の分野に関する組織の全体的なコミット

メントを明示する組織全体の方針（または複

数の方針）をすべて簡潔に記載する、あるい

はこれらが公表されている場所（Web のリン

クなど）を記載する。 

 
責任責任責任責任 

経済分野での経営責任を持つ最上位の役職を

特定する。あるいは、経済分野に関して上級

のレベルでの経営責任がどのように分担され

ているかを説明する。 

 
マネジメントマネジメントマネジメントマネジメント 

外部から取得した経済関係のシステムの認証

など、マネジメント・アプローチの主要な要

素を特定する。認証でカバーされる事業の割

合を示す。 

 
目標目標目標目標ととととパフォーマンスパフォーマンスパフォーマンスパフォーマンス 

上述の経済的側面のパフォーマンスについて

設定された組織全体の目標を一覧で掲載する。
2   

目標に対するパフォーマンスを報告する。GRI

パフォーマンス指標に加え、必要に応じて企

業に固有の指標を使用する。 

                                                 
2
 「目標」とは、組織が達成を目指し、その進捗を測

定することができる全組織的成果のことを指す。 
 

受賞歴受賞歴受賞歴受賞歴 

組織が外部から授与された、経済的課題につ

いてのパフォーマンスに関連する賞を明らか

にする。 

 
罰金罰金罰金罰金 

組織、または自身が属する組織内での役割を

果たす上で取締役および幹部職員に対して科

された、経済関連の民事制裁金および刑事罰

金の総額およびその他の罰則（収監を含む）

を示す。多額の罰金支払、あるいは組織の取

締役または幹部職員の収監の原因となった問

題の解決のために取られた対策の内容を説明

する。 

 
背景背景背景背景 

報告書を利用するステークホルダーが、以下

の項目を含む組織のパフォーマンスを理解す

るために必要なその他の関連情報を開示する。  

- 主な成功事例と欠点 

- 経済的課題に関連する組織の主要な

リスクと機会 

- パフォーマンスを改善するため、報

告期間内でのシステムまたは構造の

大きな変更 

 
 

経済経済経済経済パフォーマンスパフォーマンスパフォーマンスパフォーマンス指標指標指標指標 

 
側面：経済的経済的経済的経済的パフパフパフパフォーマンスォーマンスォーマンスォーマンス 

 
EC1. 収益、営業経費、従業員の給与、寄

付およびその他のコミュニティへの

投資、内部留保、および資本提供者

や政府に対する支払いなど、発生し

た、あるいは分配された経済的価値

（中核） 

 
EC2. 気候変動により財務面への予想され

る影響（中核） 

 
EC3. 確定給付年金制度の組織負担の範囲

（中核） 

 
EC4. 政府から受けた財務的支援（中核） 

 
 
側面：市場市場市場市場でのでのでのでの存在感存在感存在感存在感 
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EC5. 重要な営業地域について、現地の最

低賃金と比較した新入社員の賃金

（中核） 

 

EC6. 重要な営業地域での業務慣行、およ

び地元のサプライヤーへの支出の割合（中

核） 

 

EC7． 現地採用の手順、重要な営業地域で

現地のコミュニティから上級管理職となった

従業員の割合（中核） 

 
 
側面：間接的間接的間接的間接的なななな経済的影響経済的影響経済的影響経済的影響 

 
EC8. 公共の利益を提供する、基盤施設

（インフラ）投資および支援したサービスの

記述（中核） 

 

EC9． 間接的な経済的影響（追加） 

 
 

環境環境環境環境パフォーマンスパフォーマンスパフォーマンスパフォーマンス指標指標指標指標 

 
サステナビリティの環境的側面とは、生態系、

土地、空気および水などの生物および非生物

から成る自然体系に及ぼす組織の影響に関す

るものである。環境パフォーマンス指標には、

インプット（原材料、エネルギー、水）とア

ウトプット（排出物、廃水、廃棄物）に関連

するパフォーマンスが含まれる。加えて、生

物多様性、環境法規制遵守、さらに環境経費

および製品・サービスの影響などのその他の

関連情報も含まれる。 

 

マネジメントマネジメントマネジメントマネジメント・・・・アプローチアプローチアプローチアプローチにににに関関関関するするするする開示開示開示開示 

 
下記の側面を参照にして、以下の項目に関す

る簡潔な開示を提供する。 

 
a. 原材料 

b. エネルギー 

c. 水 

d. 生物多様性 

e. 排出物、廃水および廃棄物 

f. 製品およびサービス 

g. 輸送 

 
方針方針方針方針 

上述の分野に関する組織の全体的なコミット

メントを明示する組織全体の方針（または複

数の方針）をすべて簡潔に記載する、あるい

は、これらが公表されている場所（Web のリ

ンクなど）を記載する。 

 
責任責任責任責任 

環境分野の経営責任を持つ最上位の役職を明

らかにする。あるいは、環境分野に関して上

級のレベルでの経営責任がどのように分担さ

れているかを説明する。 

 
マネジメントマネジメントマネジメントマネジメント 

外部から取得した環境関係のシステムの認証

を含む、マネジメント・アプローチの主要な

要素を特定する。認証でカバーされる事業の

割合を示す。 

 
目標目標目標目標ととととパフォーマンスパフォーマンスパフォーマンスパフォーマンス 

上述の環境テーマに対するパフォーマンスに

ついて設定された組織全体の目標を一覧で掲

載する。3 

 
目標に対するパフォーマンスを報告する。GRI

パフォーマンス指標に加え、必要に応じて企

業に固有の指標を使用する。 

 
 

受賞歴受賞歴受賞歴受賞歴 

組織が外部から授与された、環境的課題につ

いてのパフォーマンスに関連する賞を明らか

にする。 

 
罰金罰金罰金罰金 

組織、または自身が属する組織内での役割を

果たす上で取締役および幹部職員に対して科

された、環境関連の民事制裁金および刑事罰

金の総額およびその他の罰則（収監を含む）

を示す。多額の罰金支払、あるいは組織の取

締役または幹部職員の収監の原因となった問

題の解決のために取られた対策の内容を説明

する。 

 
 
 

                                                 
3
 「目標」とは、組織が達成を目指し、その進捗を測

定することができる全組織的成果のことを指す。 
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背景背景背景背景 

報告書を利用するステークホルダーが、以下

の項目を含む組織のパフォーマンスを理解す

るために必要なその他の関連情報を開示する。 

 
- 主な成功事例と欠点 

- 環境的課題に関連する組織の主要な

リスクと機会 

- パフォーマンスを改善するため、報

告期間内でのシステムまたは構造の

大きな変更 

 
 

環境環境環境環境パフォーマンスパフォーマンスパフォーマンスパフォーマンス指標指標指標指標 

 
側面：原原原原材材材材料料料料 

 
EN 1. 使用原材料の重量（中核）  

 
EN2. リサイクル由来の使用原材料の割合

（中核） 

 
側面：エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー 

 
EN3. 1 次エネルギー源ごとに分類された

直接的エネルギー消費量（中核） 

 
EN4. 1 次エネルギー源ごとに分類された

間接エネルギー消費量（中核） 

 
EN5.  総エネルギー消費量の中で再生可能

資源が占める割合（追加） 

 
EN6.  省エネルギーおよび効率改善によっ

て節約された総エネルギー量（追

加） 

 
EN7. エネルギー効率の高い製品およびサ

ービスを提供する率先取組（追加） 

 

EN8. 間接的エネルギー消費量削減のため

の率先取組（追加） 

 
 
側面：水水水水 

 
EN9. 水源からの総取水量（中核） 

 

EN10. 取水により著しい影響を受ける水源

および関連する生息環境（追加） 

 
EN11. 水のリサイクルおよび再利用が総使 

用水量に占める割合（追加） 

 
 
側面：生物多様性生物多様性生物多様性生物多様性 

 

EN12． 保護地域内、あるいはそれに隣接し

た場所に所有、賃借、あるいは管理

している土地の所在地および面積

（中核） 

 

EN13．保護地域での活動の重大な影響に関す

る説明（中核） 

 

EN14. 保護または復興されている生息地域

の面積（追加） 

 
EN15. 生物多様性への影響を管理するため

のプログラム（追加） 

 

EN16． 事業によって影響を受ける地区にお

ける生息地域に生息する IUCN のレ

ッドリスト種（絶滅危惧種）の数。

絶滅危険性のレベルごとに分類する。

（追加） 

 
 
側面：排出物排出物排出物排出物、、、、排排排排水水水水およびおよびおよびおよび廃棄物廃棄物廃棄物廃棄物 

 

EN17． 温室効果ガス排出量（中核） 

 

EN18. オゾン層破壊物質の排出量（中核） 

 
EN19. NOx、SOx およびその他の重大な排

気物質（重量で表記）（中核） 

 

EN20. 種類および廃棄先別の廃棄物の総量

（中核） 

 

EN21． 総排水量および水質（中核） 

 
EN22. 重大な漏出の総件数および漏出量

（中核） 

 
EN23. その他の間接的な温室効果ガス排出

量（中核） 
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EN24. バーゼル条約付属文書Ⅰ、Ⅱ、Ⅲお

よびⅧの下で有害とされる廃棄物の

輸送、輸入あるいは輸出の重量（追

加） 

 
EN25. 排水および流出液により著しい影響

を受ける水源および関連する生息環

境（追加） 

 
側面：製品製品製品製品およびおよびおよびおよびサービスサービスサービスサービス 

EN26. 製品およびサービスの環境影響と影

響削減の程度を管理する率先取組

（中核） 

 
EN27. 使用済みとなった時点で再生利用さ

れる販売製品の、カテゴリー別の割

合（中核） 

 
側面：遵守遵守遵守遵守 

EN28. 適用される環境規制への違反の発生

件数、および、それに対する罰金ま

たは罰金以外の制裁措置（中核） 

   

 
側面：輸送輸送輸送輸送 

EN29. 流通目的で使用される輸送の、重大

な環境への影響（追加） 

 

 
側面：総総総総合合合合 

EN30. 種類別の環境保護目的の総支出 

（追加） 

 

社会社会社会社会パフォーマンスパフォーマンスパフォーマンスパフォーマンス指標指標指標指標 

 
サステナビリティの社会的側面とは、事業を

そこで展開している社会システムに組織が及

ぼす影響に関するものである。 

 

GRI の社会パフォーマンス指標は、労働慣行、

人権、消費者、コミュニティおよび社会にお

けるその他のステークホルダーに影響を与え

るより幅広い課題をめぐる、主要なパフォー

マンスの側面を明らかする。 

 
 
 

社会社会社会社会パフォーマンスパフォーマンスパフォーマンスパフォーマンス指標指標指標指標：：：：労働慣行労働慣行労働慣行労働慣行ととととディディディディ

ースントースントースントースント・・・・ワークワークワークワーク（（（（公正公正公正公正なななな労働条件労働条件労働条件労働条件）））） 

 
労働慣行と人権のパフォーマンスのカテゴリ

ーに含まれる具体的な側面は、国際労働機関

（ILO）の条約など国際的に認知されている普

遍的基準や、国連の世界人権宣言およびその

議定書など国際的な文書に基づいている。特

に労働慣行と人権の指標は、企業の社会責任

に直接対応している ILO の「多国籍企業と社

会政策に関する原則の三者宣言」と経済協力

開発機構（OECD）の「多国籍企業ガイドライ

ン」という 2つの文書も参考にしている。 

 
 
マネジメントマネジメントマネジメントマネジメント・・・・アプローチアプローチアプローチアプローチにににに関関関関するするするする開示開示開示開示 

下記の側面を参照にして、以下の項目に関す

る簡潔な開示を提供する。 

 

a. 雇用 

b. 労使関係 

c. 労働安全衛生 

d. 研修および教育 

e. 多様性および機会均等 

 

方針方針方針方針 

上述の分野に関する組織の全体的なコミット

メントを明示する組織全体の方針（または複

数の方針）があれば簡潔に記載する、あるい

は、これらが公表されている場所（Web のリ

ンクなど）、および上述の国際的基準および

条約への参照リンクを記載する。 

 

責任責任責任責任 

労働分野での経営責任を持つ最上位の役職を

特定する。あるいは、労働分野に関して上級

のレベルでの経営責任がどのように分担され

ているかを説明する。 

 

マネジメントマネジメントマネジメントマネジメント 

マネジメント責任の部門を支援するマネジメ

ント・アプローチの主要素を明確にする。こ

れには、報告組織の運営変更の従業員への通

知、従業員との協議および交渉を含む手順と、

サプライチェーンに設定されている監視シス

テムについての記述、が含まれるべきである。

また、外部から取得した労働関係のシステム

の認証について表示する。認証でカバーされ

る事業の割合を示す。 
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目標目標目標目標ととととパフォーマンスパフォーマンスパフォーマンスパフォーマンス 

労働分野に関連するパフォーマンスについて

設定された組織全体の目標を一覧表で示し、

前述の国際基準および条約への参照リンクを

掲載する。4 

 

目標に対するパフォーマンスを報告する。GRI

パフォーマンス指標に加え、必要に応じて企

業に固有の指標を使用する。 

 

受賞歴受賞歴受賞歴受賞歴 

組織が外部から授与された、労働課題につい

てのパフォーマンスに関連する賞を明らかに

する。 

 

罰金罰金罰金罰金 

組織、または自身が属する組織内での役割を

果たす上で取締役および幹部職員に対して科

された、労働関連の民事制裁金および刑事罰

金の総額およびその他の罰則（収監を含む）

を示す。多額の罰金支払、あるいは組織の取

締役または幹部職員の収監の原因となった問

題の解決のために取られた対策の内容を説明

する。 

 

背景背景背景背景 

報告書を利用するステークホルダーが、以下

の項目を含む組織のパフォーマンスを理解す

るために必要なその他の関連情報を開示する。 

 
- 主な成功事例と欠点 

- 労働の課題に関連する組織の主要な

リスクと機会 

- パフォーマンス改善のため、報告期

間内でのシステムまたは構造の大き

な変更 

 

労働慣行労働慣行労働慣行労働慣行ととととディースントディースントディースントディースント・・・・ワークワークワークワーク（（（（公正公正公正公正なななな

労働条件労働条件労働条件労働条件））））ののののパフォーマンスパフォーマンスパフォーマンスパフォーマンス指標指標指標指標 

 
側面：雇用雇用雇用雇用 

 
LA1. 雇用の種類および地域別の総労働力

の内訳（中核） 

 
                                                 
4
 「目標」とは、組織が達成を目指し、その進捗を測

定することができる全組織的成果のことを指す。 
 

LA2. 従業員の総離職数および離職率の年

齢および性別による内訳（中核） 

 
LA3. 派遣社員またはアルバイト従業員に

は支給されず、正社員には支給され

る最低手当（追加） 

 
側面：労使関係労使関係労使関係労使関係 

 
LA4. 独立した労働組合組織に代表される、

あるいは団体協約の対象となっている

従業員の割合（中核） 

 
LA5. 運営の変更に関する、従業員および

／またはその代表への最短通知期間、

および彼らとの協議と交渉について

の実務慣行（中核） 

 
側面：労働労働労働労働安全衛生安全衛生安全衛生安全衛生 

 
LA6. 労働安全衛生プログラムについての

監視および助言を行う公式の労使合

同安全衛生委員会の対象となる従業

員の割合（中核） 

 
LA7. 傷害、業務上疾病、損失日数、欠勤

の割合および業務上の死亡者数（中

核） 

 
LA8. HIV／AIDS またはその他の深刻な感

染症に感染している労働者、その家

族またはコミュニティのメンバーを

支援するために設けられている、教

育、研修、カウンセリング、予防お

よび危機管理プログラム（中核） 

 
LA9. 労働安全衛生管理の取り組みの要素

（追加） 

 
LA10. 労働組合との正式合意に盛り込まれ

ている安全衛生のテーマ（追加） 

 

 
側面：研修研修研修研修およびおよびおよびおよび教育教育教育教育 

 
LA11. 従業員あたりの、従業員のカテゴリ

ー別年間平均研修時間（中核） 
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LA12. 従業員の継続的な雇用適性を支え、

キャリアの終了管理を支援する技能

管理および生涯学習のためのプログ

ラム（追加） 

 
LA13. 定常的にパフォーマンスおよびキャ

リア開発のレビューを受けている従

業員の割合（追加） 

 

 
側面：多様性多様性多様性多様性およびおよびおよびおよび機会均等機会均等機会均等機会均等 

 

LA14. 統治機関の構成および性別、年齢、

マイノリティーグループ、およびそ

の他の多様性の指標に従ったカテゴ

リー別の従業員の内訳（中核） 

 
 
LA15. 従業員カテゴリー別の男性および女

性の平均報酬の比率（追加）））） 

 
 

社会社会社会社会パフォーマンスパフォーマンスパフォーマンスパフォーマンス指標指標指標指標：：：：人権人権人権人権 

 
人権パフォーマンス指標は、投資およびサプ

ライヤー／請負業者の選定の一環として人権

に与える影響がどの程度考慮されているかと

いう点について、組織の報告を求めている。

さらに、この中には、人権、特に無差別、結

社の自由、児童労働および強制労働に関連し

た事例について、従業員や警備担当者への研

修が含まれる。人権は、国連世界人権宣言と

その議定書、および 1998 年の「労働における

基本的原則及び権利に関する ILO 宣言」に定

義されている。 

 
 

マネジメントマネジメントマネジメントマネジメント････アプローチアプローチアプローチアプローチにににに関関関関するするするする開示開示開示開示 

 

下記の側面を参照にして、以下の項目に関す

る簡潔な開示を提供する。 

 

a. 経営実務慣行 

b. ILO 条約 100 および 111 に定義さ

れている権利を含む無差別 

c. ILO 条約 87 および 98 に定義され

ている結社および団体交渉の自由 

d. ILO 条約 138 および 182 に定義さ

れている児童労働の廃止 

e. ILO 条約 29 および 105 に定義され

ている強制労働の防止 

f. 懲罰慣行 

g. 保安慣行 

h. 先住民の権利 

 
方針方針方針方針 

上述の分野に関する組織の全体的なコミット

メントを明示する組織全体の方針（または複

数の方針）があれば簡潔に記載する、あるい

は、これらが公表されている場所（Web のリ

ンクなど）、および上述の国際的基準および

条約への参照リンクを記載する。 

 

責任責任責任責任 

人権分野での経営責任を持つ最上位の役職を

特定する。あるいは、人権分野に関して上級

のレベルでの経営責任がどのように分担され

ているかを説明する。 

 

マネジメントマネジメントマネジメントマネジメント 

マネジメント責任の部門を支援するマネジメ

ント・アプローチの主要素を特定する。これ

には、サプライチェーンに設定されている監

視メカニズムと結果を含む、運営に関連する

人権に対処するためのガイドラインおよび手

順の説明を含めるべきである。独立した監督

システムがどの程度使用されているかを明確

にする。また、外部から取得した人権関係の

システムの認証について表示する。認証でカ

バーされる事業の割合を示す。 

 
 

目標目標目標目標ととととパフォーマンスパフォーマンスパフォーマンスパフォーマンス 

上述の人権に関するテーマのパフォーマンス

について設定された組織全体の目標を一覧で

掲載する。5 

 

目標に対するパフォーマンスを報告する。GRI

パフォーマンス指標に加え、必要に応じて企

業に固有の指標を使用する。 

 
 
 
 

                                                 
5
 「目標」とは、組織が達成を目指し、その進捗を測

定することができる全組織的成果のことを指す。 
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受賞歴受賞歴受賞歴受賞歴 

組織が外部から授与された人権の課題につい

てのパフォーマンスに関連する賞を明らかに

する。 

 

罰金罰金罰金罰金 

組織、または自身が属する組織内での役割を

果たす上で取締役および幹部職員に対して科

された、人権関連の民事制裁金および刑事罰

金の総額およびその他の罰則（収監を含む）

を示す。多額の罰金支払、あるいは組織の取

締役または幹部職員の収監の原因となった問

題の解決のために取られた対策の内容を説明

する。 

 

背景背景背景背景 

報告書を利用するステークホルダーが、以下

の項目を含む組織のパフォーマンスを理解す

るために必要なその他の関連情報を開示する。  

 

- 主な成功事例と欠点 

- 人権的課題に関連する組織の主要な

リスクと機会 

- パフォーマンス改善のため、報告期

間内でのシステムまたは構造の大き

な変更 

 
 

人権人権人権人権パフォーマンスパフォーマンスパフォーマンスパフォーマンス指標指標指標指標 

  
側面：経営実務慣行経営実務慣行経営実務慣行経営実務慣行 

 
HR1. 人権条項を含む、あるいは人権につ

いての適正審査を受けた重大な投資

協定の割合（中核） 

 
HR2. 人権に関する適正審査を受けた主な

サプライヤーおよび請負業者の割合

（中核） 

 
HR3. 研修を受けた従業員数を含め、運営

に関連する人権的側面に関わる方針

および手順に関する従業員研修の種

類（追加） 

 
 
側面：無無無無差別差別差別差別 

 
HR4. 差別事例（中核） 

 
側面：結社結社結社結社のののの自由自由自由自由  

 
HR5. 結社および団体交渉の自由の侵害の

事例 

 
 
側面：児童労働児童労働児童労働児童労働 

 
HR6. 児童労働の事例（中核） 

 
 
側面：強制労働強制労働強制労働強制労働 

 
HR7. 強制労働の事例（中核） 

 
 
側面：懲罰慣行懲罰慣行懲罰慣行懲罰慣行 

 
HR8. 報復防止措置を含め、人権に関して

顧客、従業員およびコミュニティか

ら挙げられた苦情および不満に関す

る手続き（追加） 

 
 

側面：保安慣行保安慣行保安慣行保安慣行 

 

HR9. 人権に関する組織の方針または手続

きの研修を受けた保安要員の割合

（追加） 

 
 

側面：先住民先住民先住民先住民のののの権利権利権利権利  

 

HR10. 先住民の人権に関わる事例（追加） 

 
 

社会社会社会社会パフォーマンスパフォーマンスパフォーマンスパフォーマンス指標指標指標指標：：：：社会社会社会社会 

 
社会的パフォーマンス指標は、組織が事業展

開するコミュニティに及ぼす組織の影響と、

組織とその他の社会機関との交流に付随する

リスクの管理および調停の方法を開示するこ

とに注目するものである。特に、贈収賄や不

正行為、公共政策の策定における不当な影響

および独占的慣行に起因するリスクに関する

情報が求められる。 
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マネジメントマネジメントマネジメントマネジメント・・・・アプローチアプローチアプローチアプローチにににに関関関関するするするする開示開示開示開示 

下記の側面を参照にして、以下の項目に関す

る簡潔な開示を提供する。 

 

a. コミュニティ 

b. 不正行為 

c. 公共政策 

d. 非競争的な行動 

 
方針方針方針方針 

上述の分野に関する組織の全体的なコミット

メントを明示する組織全体の方針（または複

数の方針）があれば簡潔に記載する、あるい

は、これらが公表されている場所（Web のリ

ンクなど）を記載する。 

 

責任責任責任責任 

社会的分野での経営責任を持つ最上位の役職

を特定する。あるいは、社会的分野に関して

上級のレベルでの経営責任がどのように分担

されているかを説明する。 

 

マネジメントマネジメントマネジメントマネジメント 

外部から取得した社会関係のシステムの認証

を含む、マネジメント･アプローチの主要な要

素を特定する。認証でカバーされる事業の割

合を示す。 

 

目標目標目標目標ととととパフォーマンスパフォーマンスパフォーマンスパフォーマンス 

上述の社会的テーマのパフォーマンスについ

て設定された組織全体の目標を一覧で掲載す

る。6 

目標に対するパフォーマンスを報告する。GRI

パフォーマンス指標に加え、必要に応じて企

業に固有の指標を使用する。 

 

受賞歴受賞歴受賞歴受賞歴 

組織が外部から授与された、社会的課題につ

いてのパフォーマンスに関連する賞を明らか

にする。 

 

罰金罰金罰金罰金 

組織、または自身が属する組織内での役割を

果たす上で取締役および幹部職員に対して科

された、社会関連の民事制裁金および刑事罰

金の総額およびその他の罰則（収監を含む）

                                                 
6
 「目標」とは、組織が達成を目指し、その進捗を測

定することができる全組織的成果のことを指す。 
 

を示す。多額の罰金支払、あるいは組織の取

締役または幹部職員の収監の原因となった問

題の解決のために取られた対策の内容を説明

する。 

 

背景背景背景背景 

報告書を利用するステークホルダーが、以下

の項目を含む組織のパフォーマンスを理解す

るために必要なその他の関連情報を開示する。  

 

- 主な成功事例と欠点 

-  社会的課題に関連する組織の主要な

リスクと機会 

-  パフォーマンス改善のため、報告期

間内でのシステムまたは構造の大き

な変更 

 
 

社会社会社会社会ののののパフォーマンスパフォーマンスパフォーマンスパフォーマンス指標指標指標指標 

 
側面：コミュニティコミュニティコミュニティコミュニティ 

 

SO1. 参入、事業展開および存続を含む、

コミュニティに対する事業の影響を

評価し、管理するためのプログラム

と実務慣行（中核） 

 

側面：不正行為 

 

SO2. 不正行為を防止するための研修およ

びリスク分析の程度（中核） 

 

SO3. 不正行為の事例に対応して取られた

措置（中核） 

 

側面：公共政策公共政策公共政策公共政策 

 

SO4. 公共政策開発への参加およびロビー

活動（中核） 

 

SO5. 政党または関連機関への国別内訳付

き献金総額（追加） 

 
 

側面：非競争的非競争的非競争的非競争的なななな行動行動行動行動 

 

SO6. 非競争的な行動、反トラストおよび      

独占的慣行に関する法的措置の事例

とその結果（追加） 
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社会社会社会社会パフォーマンスパフォーマンスパフォーマンスパフォーマンス指標指標指標指標：：：：製品責任製品責任製品責任製品責任 
 

製品責任パフォーマンス指標では、安全衛生、

情報とラベル表示、マーケティングおよびプ

ライバシーに関して、顧客に直接影響を与え

る組織の製品およびサービスの報告という側

面を取り上げる。  

 

これらの側面は、主に、内部手順および手順

が遵守されていない程度についての開示によ

って網羅される。 

 

マネジメントマネジメントマネジメントマネジメント・・・・アプローチアプローチアプローチアプローチにににに関関関関するするするする開示開示開示開示 

下記の側面を参照にして、以下の項目に関す

る簡潔な開示を提供する。 

 

a. 顧客の安全衛生 

b. 製品およびサービス 

c. マーケティング・コミュニケーシ

ョン 

d. 顧客のプライバシー 

 

方針方針方針方針 

上述の分野に関する組織の全体的なコミット

メントを明示する組織全体の方針（または複

数の方針）があれば簡潔に記載する、あるい

は、これらが公表されている場所（Web のリ

ンクなど）を記載する。 

 

責任責任責任責任 

製品責任の分野に関する経営責任を持つ最上

位の役職を明らかにする。あるいは、製品責

任の分野に関して上級のレベルでの経営責任

がどのように分担されているかを説明する。 

 

マネジメントマネジメントマネジメントマネジメント 

外部から取得した製品責任関係のシステムの

認証を含む、マネジメント･アプローチの主要

な要素を特定する。認証でカバーされる事業

の割合を示す。 

 

目標目標目標目標ととととパフォーマンスパフォーマンスパフォーマンスパフォーマンス 

上述の製品責任がテーマのパフォーマンスに

ついて設定された組織全体の目標を一覧で掲

載する。 

 

目標に対するパフォーマンスを報告する。GRI

パフォーマンス指標に加え、必要に応じて企

業固有の指標を使用する。 

 

受賞歴受賞歴受賞歴受賞歴 

組織が外部から授与された、製品責任の課題

についてのパフォーマンスに関連する賞を明

らかにする。 

 

罰金罰金罰金罰金 

組織、または自身が属する組織内での役割を

果たす上で取締役および幹部職員に対して科

された、製品責任関連の民事制裁金および刑

事罰金の総額およびその他の罰則（収監を含

む）を示す。多額の罰金支払、あるいは組織

の取締役または幹部職員の収監の原因となっ

た問題の解決のために取られた対策の内容を

説明する。 

 
 

背景背景背景背景 

報告書を利用するステークホルダーが、以下

の項目を含む組織のパフォーマンスを理解す

るために必要なその他の関連情報を開示する。 

 

- 主な成功事例と欠点 

- 製品責任の課題に関連する組織の主要

なリスクと機会 

- パフォーマンス改善のため、報告期間

内でのシステムまたは構造の大きな変

更 

 

製品責任製品責任製品責任製品責任ののののパフォーマンスパフォーマンスパフォーマンスパフォーマンス指標指標指標指標 
 

側面：顧客顧客顧客顧客のののの安全衛生安全衛生安全衛生安全衛生 

 

PR1. 製品およびサービスのライフサイク

ルを通じた安全衛生向上のための手

順（中核） 

 

PR2. 製品およびサービスの安全衛生の影

響に関する規制への非遵守の事例の

件数と種類**（追加） 

 

側面：製品製品製品製品およびおよびおよびおよびサービスサービスサービスサービス 

 

PR3. 製品およびサービスの情報とラベル

表示の手順（中核） 

 

PR4. 製品およびサービスの情報とラベル

表示に関する規制への非遵守の事例

の件数と種類**（追加） 
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PR5. 調査結果を含む顧客満足度を測る、

顧客満足に関する手順（追加） 

 

側面：マーケティングマーケティングマーケティングマーケティング・・・・コミュニケーションコミュニケーションコミュニケーションコミュニケーション 

 

PR6. 広告、宣伝および後援を含むマーケ

ティング・コミュニケーションに関

する法律、基準および自主規範の遵

守のための手順およびプログラム

（追加） 

 

PR7. 広告、宣伝および後援を含むマーケ

ティング・コミュニケーションに関

する規制への非遵守の事例の件数と

種類**（追加） 

 

側面：顧客顧客顧客顧客ののののプライバシープライバシープライバシープライバシー 

 

PR8. データ保護手順に従い保護されてい

る顧客データの割合（中核） 

 

PR9. 顧客のプライバシー侵害に関する正

当な根拠のあるクレームの件数（追

加） 

 
** 注 - これらの指標の要素は、罰金に関するマ

ネジメント・アプローチ要件の開示での報告

によってまかなわれる場合もある。 
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パートパートパートパート 3：：：：ガイドラインガイドラインガイドラインガイドラインのののの利用利用利用利用とととと報告書報告書報告書報告書のののの編集編集編集編集 
 

はじめにはじめにはじめにはじめに 

報告書作成の初心者であるか経験者であるか

に関わらず、すべての組織は、ガイドライン

に照らして報告書を作成することが推奨され

る。最初のステップは、報告書の内容を決定

することであり、これについてのガイダンス

がパート 1 に掲載されている。すべての重要

な課題に関する報告を一度に紹介しようとす

る組織もあれば、まず最も実用的な課題から

始めて、順次そのほかの課題を段階的に報告

するという組織もある。すべての報告組織は、

組織自体の報告書のスコープ（報告内容範

囲）を明記すべきである。 

 

（補足）報告報告報告報告レベルレベルレベルレベル                                                                                 

2002 年のサステナビリティ・リポーティン

グ・ガイドラインでは、GRI ガイドラインの

利用表明について、段階的と「準拠」という 2

つの選択肢が提供されていた。今後は、GRI

報告枠組みの応用の程度を反映し、3～5 程度

の報告レベルのシステムが設けられることに

なるだろう。報告レベルは、自己申告が期待

されるものであり、以下のような方法で、報

告書作成者と利用者に役立つものとなる。   

� サステナビリティ報告を始めたばか

りの報告書作成者が、自身の報告の

実務慣行を徐々に発展させていくた

めに、さまざまな進め方または段階

を想定する手助けとなる。 

� 報告書作成者の表現の向上が実現す

るほか、報告書の作成において GRI

枠組みがどのように利用されたかに

ついて、ステークホルダーがより明

確に理解できるようになる。 

報告レベルは、第三者の保証に替わるものと

はならず、報告書中の情報または組織のパフ

ォーマンスの正確性を証明するものではない。 

 

実現性実現性実現性実現性のののの評価評価評価評価 

内容の決定プロセスにより、組織にとって重

要な一連の課題および指標が決定することに

なる。内容の確定、優先順位付けおよびバウ

ンダリー（報告組織範囲）の設定プロセスに

より、報告書に掲載される一連の課題および

指標が決定することになる。しかし、データ 

 

 
 

の入手可能性、データ収集のコスト、情報の

機密性、プライバシーまたはその他の法的懸

念、入手可能な情報の信頼性、およびその他

の要因など、実際の課題により、情報を開示

しないという合理的決断に至る場合もある。

そのような理由で重要な情報が省略される場

合は、報告書にその旨とその理由を明記すべ

きである。 

 

報告報告報告報告のののの頻度頻度頻度頻度とととと媒体媒体媒体媒体 

電子データによる、あるいは Web ベースの報

告および印刷版は、適切な報告媒体である。

経済、環境、社会的パフォーマンスに関する

報告は、年次財務報告書や営業報告書など、

組織の他の報告と同時あるいはそれに統合さ

れた形で行われる場合もある。タイミングの

調整により、財務上のパフォーマンスと経済、

環境、社会的パフォーマンスとのつながりが

強化されることになる。 

 

時期時期時期時期 

報告書は、特定された報告期間をカバーする

サステナビリティのパフォーマンスについて、

統合された説明を提供すべきである。これは、

一般的には年次あるいは隔年といった組織の

通常の報告サイクルに関連して、GRI 事務局

に登録されるべきである（下記の利用に関す

る通知の要請を参照のこと）。組織は、より

定常的な頻度で情報を更新することもできる。

ただし、比較可能性の目的から、統合された

パフォーマンスの報告の対象となっている報

告期間については、できる限り一貫性を維持

すべきである。 

 

前前前前年年年年比比比比報告報告報告報告 

報告書作成組織は、前回の報告から変更され

ていない情報の部分を明確にしてもよい（改

訂されなかった方針など）。組織は、変更さ

れた課題および指標に関するセクションを更

新し、変更がなかった開示項目をそのまま保

持してもよい。ただし、それぞれの報告期間

についてのすべての情報は、一ヵ所に提示す

べきである。 
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データデータデータデータのののの集約集約集約集約およびおよびおよびおよび分割分割分割分割 

報告組織は、情報を提示する際の集約のレベ

ルを決定する必要がある。これには、分割さ

れたベース（国またはサイトなど）で報告さ

れる情報により追加される有意味性に対して

求められる取組とのバランスを取ることが必

要となる。情報を集約することにより、報告

書を利用するステークホルダーに対する価値

が大幅に損なわれるほか、特に特定の分野の

優れた、あるいは劣ったパフォーマンスが分

かりにくくなるというリスクが生じる恐れが

ある。報告組織は、ステークホルダーとの協

議を通じて決定されたように、情報を適切な

レベルに分割すべきである。このレベルは、

指標ごとに異なる可能性がある。 

 

保証保証保証保証のののの選定選定選定選定 

組織は、内外のリソースが関与するさまざま

なアプローチを通じて自身の報告書に対して

信憑性を付加しようとする。サステナビリテ

ィ報告書については、独立した外部の保証の

利用が推奨される。内部監査プロセスの利用

も、情報管理およびサステナビリティ報告書

の作成を支えるためには重要である。保証と

いう言葉は幅広く使われているが、グループ

によってさまざまな方法で解釈されている可

能性がある。ここでの保証という言葉は、独

立した公平かつ有能な機関がサステナビリテ

ィ報告書に関する意見を提供するために実行

する活動のことを言う。  

 
 

（補足）保証保証保証保証にににに関関関関するするするする追加資料追加資料追加資料追加資料 

現在行われている G3の作業の一環として、保

証に関する課題や選択肢の説明に役立つ参考

資料が開発される予定である。主な質問や解

決すべきテーマなども含め、最も有益と思わ

れる資料はどのようなものだろうか。

www.grig3.org のオンライン・パブリックコ

メント・フォームを利用し、ご意見をお寄せ

いただきたい。 

 
 

使用の通知に関する要請 

報告書作成中にガイドラインおよび／または

GRI 報告枠組みのその他の要素を使用した組

織は、その公表に際し、GRI に通知していた

だきたい。そのような報告書には、以下の 2

つの項目を掲載するべきである。 

• 報告書がガイドラインを参照して作

成されたことを示す文章 

• ページ番号または URL を参照すれば

標準的開示に対するすべての対応を

検索できるように一覧表示する GRI

内容索引 

 

組織は、Webサイト 

（www.globalreporting.org/reports） 

に報告書を登録することができる。 

 

報告書報告書報告書報告書のののの利用利用利用利用 

組織の報告書は、生きたプロセスおよびツー

ルであり、印刷またはオンラインでの公開が

始まりでも終わりでもない。報告は、組織の

戦略の設定、行動計画の実施、および成果の

評価のための幅広いプロセスに適合すべきで

ある。報告により、組織のパフォーマンスの

確かな評価が可能となり、長期的なパフォー

マンスの継続的改善が支えられることになる。

また、報告書はステークホルダーの参画およ

び組織のプロセスへの有益なインプットの確

保のためのツールとしても機能する。  
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用語集用語集用語集用語集 
 

追加指標追加指標追加指標追加指標 

追加指標とは、GRI ガイドラインの中で特定

された、新たに生じてきている実務慣行を示

す指標、または特定の組織という文脈では重

要と思われる課題に対応しているが、通常は

大多数にとっては重要ではない指標のことで

ある。 

 

バウンダリーバウンダリーバウンダリーバウンダリー 

サステナビリティ報告のバウンダリーとは、

組織のサステナビリティ報告書でカバーされ

る事業体のパフォーマンスの幅のことを指す。 

 

内容内容内容内容索引索引索引索引 

GRI 内容索引とは、すべての標準的開示を一

覧表示した表またはマトリクスであり、ここ

で、開示に対する対応を検索することができ

る（ページ番号または URL）。報告組織は、

組織固有の（GRI ガイドラインにはない）指

標に対する参照を追加することもできる。内

容索引により、利用者は報告された内容の簡

潔な概要を得ることができるため、報告書の

使いやすさが向上する。一部の開示項目が、

財務報告書あるいは以前のサステナビリティ

報告書といった他の報告書に見られる場合に

は、特に内容索引が重要である。 

 

中核指標中核指標中核指標中核指標 

中核指標とは、GRI ガイドライン中で特定さ

れた、ほとんどのステークホルダーが関心を

持っており、GRI 報告原則に基づいて別途説

明されない限り、重要であると想定される指

標のことである。 

 

開示項目開示項目開示項目開示項目 

ガイドラインのパート 2 における、番号を付

与された情報要件のことである。これにより、

組織のパフォーマンスの報告および理解のた

めの全体的な背景が定められる。（例、2.1、

3.13など） 

 

グローバル・リポーティング・イニシアティ

ブ（GRI） 

グローバル・リポーティング・イニシアティ

ブ（GRI）とは、グローバルに適用可能なサス

テナビリティ・リポーティング・ガイドライ

ンを開発し、普及させることを使命としたマ

ルチステークホルダーのプロセスであり、独

立の機関である。 

 

GRI報告報告報告報告枠組枠組枠組枠組みみみみ 

GRI 報告枠組みは、組織の経済、環境、社会

的パフォーマンスに関する報告のために一般

に受け入れられる枠組みを提供することを意

図している。この枠組みは、サステナビリテ

ィ・リポーティング・ガイドライン、テクニ

カル・プロトコル、および業種別補足文書か

ら成る。 

 

独立独立独立独立したしたしたした理事会理事会理事会理事会メンバーメンバーメンバーメンバー 

「独立」の定義は、法的管轄権によって異な

る可能性がある。独立という言葉は、通常、

そのメンバーが組織において財務上の利害関

係がないか、または利害相反問題を生み出す

可能性があるその他の潜在的メリットがない、

という意味を含んでいる。ガイドラインを使

用する組織は、「独立」に使用する定義を明

記すべきである。 

 

指標指標指標指標ののののカテゴリーカテゴリーカテゴリーカテゴリー 

サステナビリティの課題の幅広い分野または

グループのこと。GRI ガイドラインに含まれ

るカテゴリーは、経済、環境、社会的という

ものである。社会的なグループは、労働慣行、

人権、社会、および製品責任の観点で分類さ

れる。あるカテゴリーが複数の側面を持つ場

合もある。 

 

指標指標指標指標のののの側面側面側面側面 

具体的な指標のカテゴリーに関連する情報の

一般的な種類のこと（エネルギー使用、児童

労働、顧客など）。 

 

パフォーマンスパフォーマンスパフォーマンスパフォーマンス指標指標指標指標 

比較可能であり、長期的な変化を実証する、

組織に関する成果または結果に関する定性的

または定量的情報のこと。 

 

報告原則報告原則報告原則報告原則 

報告原則とは、報告書が達成すべき成果を示

し、報告すべき指標、およびそれらの報告方

法など、報告のプロセス全体を通じた決定を

導くコンセプトのことである。 



           Draft for public comment 

                                                 36 

業種別補足文書業種別補足文書業種別補足文書業種別補足文書 

業種別補足文書とは、該当するセクターの状

況に即したガイドラインの適用方法に関する

解釈およびガイダンスであり、ガイドライン

を補足するものである。また、これには業界

固有のパフォーマンス指標も掲載されている。

補足文書は、（利用できる場合には）ガイド

ラインに替わるものではなく、ガイドライン

に追加するものとして利用される。 

 

ステークホルダーステークホルダーステークホルダーステークホルダー 

ステークホルダーとは、（a）組織の活動、製

品および／またはサービスによって、多大な

影響を受けると考えるのが妥当であるもの、

あるいは、（b）当該者の行動によって、組織

が成功裏にその戦略を実践し目的を達成する

能力に影響が及ぶと考えるのが妥当であるも

の、に該当するグループまたは個人として広

義に定義される。 

 

標準的開示標準的開示標準的開示標準的開示 

ガイドラインは、ほとんどの組織にとって重

要性があり、以下の 2 種類の標準的開示にお

いて、ほとんどのステークホルダーが関心を

示した、報告すべき課題および情報を提示す

る。 

 

• 戦略、プロフィール、ガバナンスおよ

びマネジメント・アプローチなど、組

織のパフォーマンスを報告し理解する

ための全体的な状況を決める開示項目 

• 組織の経済、環境、社会的パフォーマ

ンスに関する比較可能な情報を導き出

す指標 

 

サステナビリティサステナビリティサステナビリティサステナビリティ報告報告報告報告書書書書 

サステナビリティ・リポーティングとは、持

続可能な開発の目標に向けた組織の取り組み

に関する測定、開示および説明責任を実践す

ることである。サステナビリティ報告書では、

報告する組織のサステナビリティのパフォー

マンスに関して、プラスの貢献とマイナスの

影響の両方を含む、バランスの取れた正当な

説明を提供する。 

 

テクニカルテクニカルテクニカルテクニカル・・・・プロトコルプロトコルプロトコルプロトコル 

テクニカル・プロトコルによって、報告書作

成者を支援する定義、編集ガイダンス等の情

報が提供されるほか、パフォーマンス指標の

解釈の一貫性が保証される。ガイドラインに

掲載されている各パフォーマンス指標にはテ

クニカル・プロトコルが存在する。 

 

単一単一単一単一のののの理事会理事会理事会理事会 

組織に責任を負う統治機関が 1 つしかない理

事会構造のことをいう。 

 

指標の言い回しの中に直接含まれている言葉

またはコンセプトの定義については、テクニ

カル・プロトコルを参照のこと。 
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